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食品安全モニターからの報告（平成１８年１２月分）について 

食品安全モニターから１２月中に、５８件の報告がありました。 

 
     報告内容 

       ＜意見等＞ 

・ 食品安全委員会活動一般関係       ６件 

・ ＢＳＥ関係               ２件 

・ 鳥インフルエンザ関係          １件 

・ 農薬関係                ３件 

・ 化学物質関係             １０件 

・ 汚染物質関係              ２件 

・ 微生物・ウイルス関係          ９件 

・ 遺伝子組換え食品等関係         １件 

・ 肥料・飼料等関係            ２件 

・ 食品衛生管理関係            ６件 

・ 食品表示関係             １１件 

・ その他                 ５件 

 

（注）複数の分野に関係する報告については、便宜上いずれかの 

分野に分類した。 

 

報告された意見等については、以下のとおりです。 

リスク管理機関に関わる意見等につきましては、関係行政機関に送付し、広く食品

の安全性の確保に関する施策の参考に供することとしています。 

なお、以下では、食品安全委員会に関する意見等についてコメントを掲載するとと

もに、併せて、リスク管理機関に関わる意見等についても、関係行政機関からコメン

トがありましたので掲載しております。 

 

凡例）食品安全モニターの職務経験区分： 

○食品関係業務経験者 

・現在もしくは過去において、食品の生産、加工、流通、販売等に関する職業（飲食物調

理従事者、会社・団体等役員などを含む）に就いた経験を 5年以上有している方 

・過去に食品の安全に関する行政に従事した経験を 5年以上有している方 

○食品関係研究職経験者 

・現在もしくは過去において、試験研究機関（民間の試験研究機関を含む）、大学等で食

品の研究に関する専門的な職業に就いた経験を 5年以上有している方 

○医療・教育職経験者 

・現在もしくは過去において、医療・教育に関する職業（医師、獣医師、薬剤師、看護師、

小中高校教師等）に就いた経験を5年以上有している方 

○その他消費者一般  

・上記の項目に該当しない方 
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１．食品安全委員会活動一般関係 

○ 地域の指導者育成講習会について 

食の安全情報の共有化を目指した「地域の指導者育成講習会」に参加しました。リ

スク評価についての効果的な意見交換会を展開させるためにもリスクコミュニケー

ターの育成は必要かつ重要な課題です。育成講座の継続的な開催を望みます。 
（福岡県 男性 55歳 食品関係業務経験者） 

○ 地域の指導者育成講習会（秋田）に参加して 

平成 18 年 12 月 22 日に秋田で開催された「地域の指導者育成講習会」に参加しま
した。その中で行われた演習は全員参加型の企画であり、様々な見地から意識の向上

にもつながる内容だと思われました。 
（秋田県 男性 53歳 その他消費者一般） 

【食品安全委員会からのコメント】 

本講座は、食品安全委員会が食品の安全性に関して、地域におけるリスクコミュ

ニケーションの積極的な実施を推進するため、行政、消費者団体、事業者など地域

の集まりで食の安全に関して話をする機会のある方を対象に、リスク分析や食品安

全委員会の役割についての理解を深めていただき、コミュニケーション能力を高め

ていただくことを目的に、今年度から開始した事業です。自治体等と協力して、こ

れまで東京都、福岡市、秋田県、栃木県、大分県、三重県で開催したところです。

御指摘のとおり、今年度はあと 7 カ所で、各回 50 名から 100 名程度の規模で実施

する予定です。また、19 年度においては、実施を希望する自治体を中心に地域バラ

ンスを考慮し実施することとしていますので、多数の方に御参加いただきたいと考

えております。 

本講座は、午前中に当委員会委員から食品の安全性確保のためのリスク分析の考

え方や食品安全委員会の取組等についての講演を行い、午後からはコミュニケーシ

ョン能力を高めていただくため、ゲーミングシミュレーション※の演習を行います。

講座の内容は今後も基本的には同じですが、開催する地域のニーズに合わせて柔軟

に対応したいと考えています。 

本講座に御参加いただいた皆様には、その成果をできる限り活かし、地域で活動

していただけることを期待しています。 

なお、本講座の開催及び参加者の募集については、当委員会のホームページに随

時掲載してまいります。 

http://www.fsc.go.jp/koukan/dantai_jisseki.html 

 

※ゲーミングシミュレーション： 

ゲームの参加者が、与えられた立場に立って参加者間で意見を交換しながら、問

題の解決策を考える手法。立場によって多様な考え方があることを実感することに

より、コミュニケーション能力を高めることができる。 
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○ 食品安全モニター制度について 

食品安全モニターとして依頼されてから食品に対する見方が厳しくなりました。モ

ニターの応募者資格は、現状より緩和して広く一般から募集し、消費者からの生の声

を聞くべきです。モニターの報告についても、随時報告の形では書きにくい人もいる

と思うので、アンケート型の報告の回数をもっと増やしてほしいと思います。 
（新潟県 男性 63歳 医療・教育職経験者） 

【食品安全委員会からのコメント】 

食品安全モニターは、食品の安全性の確保に関する施策の的確な推進を図る上で、

日常の生活を通じて、食品安全委員会が行ったリスク評価の結果に基づき講じられ

る施策の実施状況や食品の安全性などについて御意見をいただくとともに、食品の

安全性に関する危害情報を入手した場合に、速やかに事務局に詳細な情報を提供し

ていただく必要があることから、食品に関する一定の知識や業務経験、資格などを

お持ちの方を対象としています。 

食品安全モニターの皆様には、食品の安全性の確保に関しての御意見などをお寄

せいただくほか、可能な範囲で、当委員会と地域との間で意見・情報の交換を促進

する橋渡し的な役割も期待しているところです。 

また、食品の安全性に関する随時報告や当委員会からお願いする課題報告につき

ましては、皆様からいただいた御意見も踏まえながら、その内容の充実に努めてま

いりますので、今後とも御協力お願いいたします。 

平成 19 年度の食品安全モニターについては、本年 1月 20 日より 2月 16 日まで募

集を行っております。詳しくはホームページを御覧ください。 

 http://www.fsc.go.jp/monitor/190120monitor-boshu.html 

一方、当委員会では、消費者の方が食品の安全性について気軽に相談したり、意

見を述べることができる窓口として『食の安全ダイヤル』を設置し、電話

（03-5251-9220/9221）やホームページ（http://www.fsc.go.jp/dial/index.html）

で御相談や御意見を受け付けております。『食の安全ダイヤル』をより多くの方に御

利用いただけるよう様々な機会を利用し、その広報にも努めてまいります。 

 

○ 食品安全モニター会議開催方法についての要望 

平成 18 年 6 月、岡山での食品安全モニター会議に参加した。以下の点について要
望したい。①当日の配布資料は、会議前に各自に送付していただきたい。②BSE関連
事項は多くの参加モニターの最大関心事項なのに説明時間が不足していた。③専門委

員による講演テーマは各地区で別々であるのに、モニター側には参加したいテーマの

選択権がないのが残念である。年に 2回程度の開催を希望する。 
（愛媛県 男性 68歳 食品関係業務経験者） 

【食品安全委員会からのコメント】 

平成 18 年度の食品安全モニター会議は、5月から 6月にかけて全国 7都市におい

て計 10 回開催し、多くのモニターの方々に御出席いただきました。会議では当委員

会の役割や取組、また BSE や農薬、新開発食品などの具体的なテーマを取り上げ、

そのリスク評価の実際などについて、知識や理解を深めていただくとともに、当委
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員会委員や専門委員をはじめ、リスク管理機関の担当者も加わった形で意見交換を

行ったところです。 

会議の開催回数については予算等の制約があるところですが、その運営やあり方

等については、今回御指摘いただいた御意見を含め、会議後のアンケートでいただ

いた種々の御意見・御要望も参考にしながら、よりよいものとなるよう努めてまい

ります。 

 

○ 季刊誌「食品安全」vol.10 を読んで 

季刊誌「食品安全」vol.10 のキッズボックス「食材は自然のままなら安全なの？」
はわかりやすく、親しみを持ちました。でも、その中で気になったことは、食中毒の

原因物質として、豚の生肉やレバーについては「ウイルス」、貝類については「ノロ

ウイルス」との記載があったのに対して、ジャガイモやワラビ等についての説明が不

十分だと感じました。もう一言書き加えることで、内容がより多くの人に伝わるので

はと思いました。 
（山梨県 女性 70歳 その他消費者一般） 

【食品安全委員会からのコメント】 

食品安全委員会が発行する季刊誌「食品安全」は、国民の皆様の関心の高いリス

ク評価結果の紹介などに加え、食品に関する基本的な情報などをお子さんと一緒に

考えてもらえるよう、「キッズボックス」のコーナーを設け、わかりやすく解説して

います。 

 http://www.fsc.go.jp/sonota/kikansi.html 

季刊誌 vol.10 のキッズボックスでは、ジャガイモ、青梅、ワラビ、豚の生肉やレ

バー、白インゲン豆などの乾燥豆、貝類（二枚貝）について、食中毒等の危険があ

ることを注意喚起し、健康被害を防ぐための一般的な調理法などについて簡単に解

説しております。 

http://www.fsc.go.jp/sonota/10gou_1_8.pdf 

これは、このコーナーがお子さんにも読んでいただけるレベルの内容とするため

であり、食材ごとの解説は必ずしも詳細なものとはなっておりませんが、今後とも

引き続きできるだけわかりやすい解説を心がけてまいります。 

季刊誌やキッズボックスの内容について、御不明な点などがありましたら、当委

員会までお問い合わせください。 

 

このほか、以下の意見があり、これらについても、関係行政機関にも回付しております。 

○ 「とちぎ食品安全フォーラム」に参加して 

平成 18 年 12 月 19 日に開催された「とちぎ食品安全フォーラム」に参加した。パ
ネルディスカッションでは、コーディネーターの方が参加者それぞれの意見をうまく

引き出していて、有意義なリスクコミュニケーションの場であった。 
（栃木県 女性 42歳 その他消費者一般） 
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２．ＢＳＥ関係 

○ 米国産牛肉の輸入に一層の留意を 

米国産牛肉を輸入した韓国で、骨混入の肉が発見された。我が国は、この事例を重

く受け止め、米国施設 35 か所に対し、今以上に査察を強化して、輸出適格品として
の適合性を監視指導する必要性を痛感する。 

（福岡県 男性 76歳 その他消費者一般） 
【厚生労働省及び農林水産省からのコメント】 

米国産牛肉については、平成 18 年 7 月の輸入手続再開以降、米国側の輸出プログ

ラムの遵守状況を検証するため、 

①日本側による定期的な現地査察の実施、 

②米国側の抜き打ち査察への同行、 

③輸入時検査の強化、 

④輸入業者の協力を得て、全箱開梱し特定危険部位が含まれていないこと等の確認、 

を実施しています。 

今後とも、米国産牛肉問題を含めた BSE 対策については、国民の皆様に対して、

ホームページ等を通じた情報提供を行い、食の安全と消費者の信頼を確保する観点

から適切に対応してまいります。 

 

 

このほか、以下の意見があり、これらについても、関係行政機関にも回付しております。 

○ 米国産牛肉由来のブイヨン等に対する不安 

食肉の場合、表示により米国産であることを知ることができるが、コンソメ、ゼラ

チン粉末、カレールー等の加工食品に、米国産牛由来のものはないのだろうか。例え

ば、カレールーの箱の裏側に「牛脂」とあると、米国産ではないかと心配になる。 
（青森県 女性 57歳 食品関係業務経験者） 
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３．鳥インフルエンザ関係 

○ 鳥インフルエンザ対策について 

現在、我が国では、鳥インフルエンザ発生地域からの家きん類の輸入禁止措置をと

っている。発生地域が拡大する中、安定供給を行うためには、輸入禁止以外の措置を

検討すべきではないか。輸入禁止措置の目的は、H5N1 型のウイルスを国内に持ち込
まないためだと思うので、加工工場への立入調査や加工業者の原料管理が適切である

かを判断して輸入を認めてはどうか。 
（北海道 男性 31歳 食品関係研究職経験者） 

【農林水産省からのコメント】 

現在、農林水産省は、高病原性鳥インフルエンザの我が国への侵入防止のため、

病原性が強い高病原性鳥インフルエンザの発生が確認されている国からの家きん・

家きん肉等の輸入を停止しています。しかしながら、発生国であっても、加熱処理

肉の家畜衛生条件を取り決めた国との間では、我が国が指定する加熱処理施設で適

切に加熱処理された家きん肉の輸入を認めています。 
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４．農薬関係 

○ 農薬のポジティブリスト制度移行に思うこと 

ポジティブリスト制度で残留基準が決められていない農薬に、一律基準 0.01ppmが
採用されていることは、安全・安心のために良いことかもしれないが、非常に大雑把

で、弊害も大きい。全ての農薬の残留基準を早期に設定し、一律基準の適用範囲を小

さくすることが望まれる。 
（京都府 男性 65歳 食品関係業務経験者） 

○ 「過剰に反応する必要はない」残留農薬基準値について 

ポジティブリスト制度による都道府県の農薬検査で、国内農産物では、基準値を上

回る残留農薬が検出された例として 7件が報告されていると新聞で読んだ。この検査
で検出された残留農薬濃度は、いずれも「健康に影響のない値」であり、「過剰に反

応する必要はない」とのことであるが、それでは基準値の妥当性が問題となる。基準

値の検証など一日も早く実情にあった制度の改善が望まれる。 
（北海道 男性 65歳 食品関係業務経験者） 

○ 農薬のポジティブリスト制度について 

残留農薬等のポジティブリスト制度が導入されているが、日本と異なる基準の外国

産品を輸入する際には、とりわけ細心の注意を払って検査してほしい。残留農薬につ

いての国際的な基準作りと、日本の輸入規制がきちんと守られるための制度の厳格化

をお願いしたい。 
（東京都 女性 46歳 その他消費者一般） 

【食品安全委員会からのコメント】 

日本ではこれまで 283 の農薬、動物用医薬品及び飼料添加物（以下「農薬等」と

略）について残留基準値を定めていました。ポジティブリスト制度導入では、現在、

世界的に使用されている 799 の農薬等についても残留基準値が設定されることとな

りました。（その中の 758 農薬等については、国内外の基準に基づく暫定的な基準

を含んでいます。） 

本来、農薬等の残留基準は、まず食品安全委員会が「食品健康影響評価（リスク

評価）」を実施して一日摂取許容量を設定します。これに基づいて厚生労働省が残

留基準値を設定する、という順序になっています。 

しかし今回は、あらかじめリスク評価を行ういとまがなかったことから、先に厚

生労働省がポジティブリスト制度を導入し、事後に食品安全委員会がリスク評価を

行うこととなり、厚生労働省はその評価に基づき改めて残留基準値を設定すること

となりました。通常の評価の手順とは異なりますが、国民の健康保護と制度の迅速

な導入を図る目的での措置ですので、御理解いただきたいと思います。 

なお、ポジティブリスト制度の施行に伴い、食品安全委員会では、農薬専門調査

会に所属する専門委員を増員し、専門調査会の下に 5 つの評価部会を設置するなど

体制を強化するとともに、「暫定基準が設定された農薬等の食品健康影響評価の実

施手順」を策定し、これに基づいて個別の物質ごとに調査審議を行っているところ

です。また、一律基準についても別途リスク評価を行うこととしています。 
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【厚生労働省からのコメント】 

食品衛生法に基づく食品中の農薬の残留基準等は内外無差別の規制であり、国産

品、輸入品の区別なく適用されます。また、基準の設定にあたっては、国際的な基

準等も参考にしています。 

食品衛生法に基づく食品中の農薬の残留基準については、動物試験等の毒性試験

から得られた許容一日摂取量（ADI）を踏まえ、国民の食品摂取量や農薬の用途等か

ら使用対象とされた農作物に適正に農薬を使用した場合に残留する量等に基づき、

十分な安全率を見込んで設定しています。その際、各農薬について国内外で使用さ

れることがない農作物等に対しては原則基準を設定せず、一律基準（0.01ppm）を適

用することとしています。 

この残留基準の設定方法は、国際的にも行われている方法であり、厚生労働省と

しては、このような方法で設定した残留基準は、食品の安全確保のみならず農薬の

適正使用の遵守の観点からも妥当性のあるものと考えています。 

なお、ポジティブリスト制度導入にあたって新たに基準を設定した 758 農薬等に

ついては、順次、食品安全委員会に食品健康影響評価を依頼し、その結果を踏まえ

必要に応じ残留基準の見直しを行うこととしています。 

輸入食品の監視指導については、我が国への食品の主要な輸出国の残留農薬基準

の設定状況についての調査注）を踏まえ、物質ごとの毒性や諸外国における検出事例

なども考慮して、輸入時のモニタリング検査項目を決定し、実施しています。また、

我が国の規制が遵守されるように、輸入者に対し自主的な衛生管理の実施について

指導を行うと伴に、輸出国政府に対し我が国の規制の周知や遵守について要請を行

うほか、必要に応じて二国間協議や現地調査を実施しています。 

注）主要輸出国での残留農薬基準の設定状況 

「国立医薬品食品衛生研究所のホームページ」 

http://www.nihs.go.jp/hse/food-info/chemical/pest/positivelist-link.html 
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５．化学物質関係 

○ トランス脂肪酸について 

トランス脂肪酸が体に悪いと報道されていますが、この物質は自然界にもあり、一

般的な食品にも含まれていると言われます。我々は何に気をつければよいのでしょう

か。また、国はトランス脂肪酸含有量の表示義務化や使用の規制について実施する予

定はあるのでしょうか。 
（三重県 男性 35歳 食品関係業務経験者） 

○ トランス脂肪酸を含む油脂類の摂取について 

テレビのニュースで、トランス脂肪酸を摂り過ぎると心臓などの循環器に支障が現

れるとの報道があった。バターやマーガリンや植物油などの油脂類をどのくらい摂取

したら身体に影響が出るのか等について、国やメーカーの意見を聞きたいと思ってい

る国民は多いと思う。 
 （長崎県 男性 42歳 食品関係業務経験者） 

○ トランス脂肪酸の過剰摂取について 

外食産業やファストフードの普及とともに、知らず知らずのうちにトランス脂肪酸

を摂取する量が多くなっている。トランス脂肪酸の過剰な摂取は、心臓病等のリスク

を高めるので、摂取量について特段の留意をするよう警鐘を鳴らす必要がある。 
（福岡県 男性 76歳 その他消費者一般） 

○ トランス脂肪酸を含む食品について 

トランス脂肪酸を含む食品を多く摂取することは、健康を損ねる危険性がある。今

日の欧米化した食生活においては、今後も増える傾向にあると思うので、何らかの対

策を立てていくことを希望する。 
（長野県 女性 45歳 その他消費者一般） 

○ トランス脂肪酸について 

トランス脂肪酸が心筋梗塞のリスクを高めることがわかり、米国では対策に乗り出

した。厚生労働省は、日本と米国では食文化や食生活が違うため、特に対策を講じな

いと言うが、食品表示や外食産業への規制などの対策をとってほしい。 
（愛知県 女性 32歳 医療・教育職経験者） 

○ トランス脂肪酸を含む食材について 

外食や出来合いの食品に依存する人が増加している現状を考えると、トランス脂肪

酸を含む加工食品や食材については、原料原産地表示云々よりも、完成された加工製

品のリスク評価が安全上大切なのではないか。 
（高知県 男性 66歳 食品関係業務経験者） 

○ トランス脂肪酸の安全性について 

ニューヨーク市で、市内のレストランやファストフード店で、トランス脂肪酸を含

む油脂の使用禁止が発表された。我が国での摂取量は諸外国と比較して低いと言われ

ているが、本当に大丈夫か。 
（埼玉県 男性 31歳 食品関係研究職経験者） 
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○ 米国のトランス脂肪酸の規制 

ニューヨーク市がトランス脂肪酸に関して厳しい使用規制策を発表したが、日本で

は何の規制もない。表示もないので、一般消費者は知らない人が多いのではないか。

どのような食品にトランス脂肪酸が含まれているのか等の正しい情報を早い段階で

発信してほしい。 
（鹿児島県 女性 39歳 その他消費者一般） 

○ トランス脂肪酸の表示義務について 

平成 18年 1月より米国 FDAは、マーガリンやショートニングなどに含まれるトラ
ンス脂肪酸の含有量表示を義務付けた。我が国においても、脂肪の摂り過ぎに警鐘を

鳴らす上で、トランス脂肪酸の表示を義務付けてほしい。 
（宮城県 女性 57歳 医療・教育職経験者） 

○ トランス脂肪酸の報道に対する食品安全委員会の対応について 

ニューヨーク市でのトランス脂肪酸規制に関する報道があり、翌日「国内では脂肪

摂取量が米国人より少ないので、健康への心配はない」という食品安全委員会の見解

が新聞に掲載された。混乱を避けるための早期対応は高く評価したい。しかし、報道

された内容はファクトシートの科学的な部分がなく、かえって不安や反感を持たれる

恐れがある。報道内容には十分な配慮をしていただきたい。 
（沖縄県 女性 46歳 食品関係業務経験者） 

【食品安全委員会からのコメント】 

現在、食品安全委員会では、食品中に含まれるトランス脂肪酸について、ファク

トシートを作成して、その基本的な科学的知見を取りまとめて公表しています。 

 http://www.fsc.go.jp/sonota/54kai-factsheets-trans.pdf 

その中で、 

①トランス脂肪酸は、マーガリンやショートニングなど加工油脂や、これらを原料

として製造される食品のほか反すう動物の肉や脂肪中などに含まれる脂肪酸の一

種であり、その摂取量が増えると悪玉コレステロール濃度の上昇、善玉コレステ

ロール濃度の低下など動脈硬化症の危機性が増加すると報告されています。 

②食事、栄養および慢性疾患予防に関する WHO/FAO 合同専門家会合の報告書では、

心臓血管系の健康増進のため、食事からのトランス脂肪酸の摂取を極めて低く抑

えるべきであり、実際にはトランス脂肪酸の摂取量は、最大でも一日当たりの総

エネルギー摂取量の 1％未満とするよう勧告しています。 

③日本では、硬化油、乳、乳製品、肉、バター、精製植物油の摂取量を考慮して推 

計したものによると、トランス脂肪酸の摂取量は、一日当たり平均 1.56g となっ

ており、摂取エネルギーの 0.7％に相当するとみられています。 

したがって、トランス脂肪酸の摂取による健康への影響は小さいと考えられる、 

と整理しているところです。 

しかしながら、トランス脂肪酸の食品中の含有量及び摂取量の把握といった基礎

的な調査が少ないことから、現在の日本人のトランス脂肪酸の摂取量を把握するた

め、マーガリン類及びショートニング等の食品におけるトランス脂肪酸含有量に関

するデータ収集調査を行っているところです。今後とも、健康リスクの情報も含め



 
- 11 -

た科学的知見を収集し、必要に応じてファクトシートを改訂し公表するなど、情報

提供に努めてまいります。 

 

【厚生労働省からのコメント】 

トランス脂肪酸は、マーガリンやショートニングなどの加工油脂や、これらを原

料として製造される食品のほか、自然界においての牛などの反芻動物の脂肪注1）や肉

などに含まれる脂肪酸の一種であり、大量に摂取することで、動脈硬化などによる

心臓疾患のリスクを高めるとの報告があり、また、飽和脂肪酸と同じように、トラ

ンス脂肪酸の摂取と心臓疾患のリスク増大には相関関係がある可能性が指摘されて

います。 

しかし、現在の日本人の食生活では、トランス脂肪酸の摂取量は少なく、平成 16

年 7 月に食品安全委員会において、健康への影響は小さいことが報告されておりま

す。 

脂肪は三大栄養素の中で、単位当たり最も大きなエネルギー供給源であり、脂溶

性ビタミンの溶媒になる大切な栄養素ですが、偏った食生活、特に脂肪については、

日本の食生活指針で謳っているように、脂肪全体量のとりすぎに注意が必要で、動

物、植物、魚由来の脂肪をバランスよくとることが大切です。今後とも、新たな研

究結果や食品安全委員会、コーデックス委員会注2）等の動向について注視してまいり

ます。 

 

注 1）脂肪は、脂肪酸とグリセリンからできています。 

注 2）国連食糧農業機関（FAO）と世界保健機構（WHO）によって 1962 年に設立され

た国際政府間組織。主目的は、消費者の健康の保護と公正な食品貿易の保証で

あり、食品の国際規格などを作成。 
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６．汚染物質関係 

○ メチル水銀を含有する魚介類について 

和食中心の日本において、魚介類の摂取は欠かせないものです。その魚介類の中で、

特にマグロにメチル水銀等が含まれているという報告を聞きました。その他の魚介類

についてはどうなのか、不安を感じています。現時点で、どこまで安全性の調査が進

展しているのかを公にしてもらえればと思います。そして、安心して安全な魚介類を

食べられるようになることを望みます。 
（長野県 女性 45歳 その他消費者一般） 

【食品安全委員会からのコメント】 

食品安全委員会では、平成 17 年 8 月 4日に「魚介類等に含まれるメチル水銀に係

る食品健康影響評価」を公表しました。 

その中で、メチル水銀は胎盤を通して容易に胎児へ移行し、その中枢神経系へ影

響を及ぼすことから、妊婦がメチル水銀を摂取してもどのくらいまでならば胎児に

影響を及ぼさないか（耐容摂取量）を検討したところ、結論として、一週間当たり

の耐容摂取量は 2.0μg/kg 体重/週とされました。この評価結果は、当委員会のホー

ムページに掲載していますので御覧ください。 

このほか、評価結果をわかり易く紹介した Q＆Aコーナーや評価結果を特集した季

刊誌「食品安全 vol.6」、DVD ソフトの配布などについても、ホームページで紹介し

ていますので御覧ください。 

季刊誌「食品安全 vol.6」： 

http://www.fsc.go.jp/sonota/6gou_1_6.pdf 

魚介類等に含まれるメチル水銀に関する食品健康影響評価についての Q＆A： 

  http://www.fsc.go.jp/hyouka/hy_methylmercury_qa.html 

DVD ソフト「気になるメチル水銀」の追加配布について： 

  http://www.fsc.go.jp/osirase/180428dvd-osirase.html 

 

また、魚は栄養面において非常に有効な食材であることから、バランスよく食べ

て健康の維持に努めることが肝要です。どんな魚をどのくらいまで食べてよいかと

いった具体的な魚介類の情報等については、厚生労働省が「妊婦への魚介類の摂取

と水銀に関する注意事項」を提供していますので、御参照ください。 

 

【厚生労働省からのコメント】 

魚介類は、健康な食生活を営む上で重要な食材です。多くの魚介類は、特定の地

域に関わりなく微量の水銀を含有していますが、一般に含有量は低く健康に害を及

ぼすものではありません。しかしながら、一部の魚介類については、自然界の食物

連鎖を通じて、他の魚介類と比較して、水銀濃度が高くなるものも見受けられます。 

また、近年、魚介類を通じた水銀摂取が胎児に影響を与える可能性を懸念する報

告がなされており、食品安全委員会における水銀の評価結果、国内において流通し

ている魚介類の調査結果（約 400 種、約 9,700 検体）や摂食量をもとに、「妊婦の魚

介類の摂食に関する注意事項」を作成し、公表しました。これらの内容につきまし
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ては、以下の厚生労働省ホームページで御参照いただけます。 

 

○妊婦への魚介類の摂食と水銀に関する注意事項の見直しについて 

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/suigin/051102-1

.html 

○魚介類の調査結果 

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/suigin/dl/05081

2-1-05.pdf 

 

この注意事項は、胎児の健康保護を目的に妊婦のみを対象としたものであり、子

供や一般の方々については、通常食べる魚介類によって、水銀による健康への悪影

響が懸念されるような状況ではありません。健康的な食生活の維持に有益な魚介類

をバランス良く摂取していただけるようお願いします。 

なお、厚生労働省としましては、引き続き魚介類の水銀濃度の調査を実施してお

り、今後、必要に応じて本注意事項の見直しを行うこととしています。 

 

 

 

○ サケに含まれる有害物質について 

養殖サケには PCBやダイオキシンなどの含有量が多いと聞いた。サケだけの問題で
はないと思うので、魚介類に蓄積しやすい有害物質や世界の海域や漁港による含有量

の違いなどを消費者がきちんと把握し、選択できるよう情報提供してほしい。 
（東京都 女性 46歳 その他消費者一般） 

【厚生労働省からのコメント】 

ダイオキシン類につきましては、食品からの一日摂取量調査等を実施しており、

平成 17 年度の調査結果がとりまとめられています。 

平成 17 年度における平均的な食事からのダイオキシン類の一日摂取量は、1.20

±0.66pgTEQ/kgbw/日（0.47～3.56pgTEQ/kgbw/日）と推定され、ダイオキシン類対

策特別措置法に規定する耐容一日摂取量（4pgTEQ/kgbw/日）より低く、日本人の平

均的な食生活において、耐容一日摂取量を超えていません。 

また、個別食品の調査も行っており、輸入品及び国産品での検査の別がわかるよ

うに結果を示しています。 

なお、一部の食品を過度に摂取するのではなく、バランスのとれた食生活が重要

であると考えます。  

 

注）pgTEQ：ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類は、同族体と呼ばれる複数の化合物で存在し、それらの毒性

が異なっているため、最も毒性の強いとされる 2,3,7,8－TCDD という化合物を 1

とした係数を用いて同族体の重さ（pg：ﾋﾟｺｸﾞﾗﾑ）を換算し、それらを足し合わせ

て表したものです。 

詳しくは、http://www.env.go.jp/chemi/dioxin/pamph/2003.pdf を御覧下さい。 
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（参考） 

厚生労働省ホームページ： 

｢平成 17 年度食品からのダイオキシン類一日摂取量調査等の調査結果について｣

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/dioxin/sessyu05 

 

【農林水産省からのコメント】 

農林水産省では、懸念のある重金属や化学物質について調査を実施しており、平

成 11年度以降、国民的関心の高い、コプラナーPCB を含むダイオキシン類について、

魚介類等を対象とした調査を実施し、国産・輸入別、天然・養殖別及び水域別の調

査結果を公表しています。これらについては、当省ホームページで御確認いただけ

ます。 

なお、魚介類には人の健康に有益な栄養成分や機能成分が豊富に含まれています。

一部の食品を過度に摂取したりするのではなく、魚介類を含めバランスの良い食生

活を送られることが重要だと考えられます。 

（参考） 

農林水産省ウェブサイト 

「平成 17 年度農畜水産物に係るダイオキシン類の実態調査の結果について」 

  http://www.maff.go.jp/www/press/2006/20061027press_2.html 
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７.微生物・ウイルス関係 

○ 冬場の食中毒予防とノロウイルスについて 

今年の冬は例年になくノロウイルスの感染が広がっていることが大変心配されま

す。とくに、二次感染の恐ろしさを感じています。国民に対して、ノロウイルスを予

防するための知識の提供を早期に実施していただきたいと思います。 
（長野県 女性 45歳 その他消費者一般） 

○ ノロウイルスによる食中毒に対する効果的な予防対策のお願  

牡蠣のおいしい季節になると、ノロウイルスによる食中毒の記事をよく目にするよ

うになります。近年、ノロウイルスによる食中毒の発生が急激に増加しているようで

すが、ぜひとも効果的な対策をお願いします。 
（愛媛県 女性 57歳 食品関係研究職経験者） 

○ 冬のノロウイルス食中毒について 

冬に発生するノロウイルス食中毒は、貝類の加熱と食事や調理の前の手洗い、そし

て牡蠣を調理する際の十分な熱湯消毒を行うことにより、感染は予防できると考え

る。11月から 2月までの牡蠣のおいしいシーズンに感染を防いで、食中毒から家族を
守りたいものである。 

（茨城県 女性 51歳 その他消費者一般） 

○ 今、流行のノロウイルスについて 

今、猛威をふるうノロウイルス。なぜ、ここまで全国に広まったのでしょうか。テ

レビでも特集が組まれ、手洗いと食材の加熱処理などの対策を放送しています。昨年

と何が違って、ここまでの流行となったのでしょうか。 
（高知県 女性 49歳 医療・教育職経験者） 

○ ノロウイルスの多量発生について 

最近、ノロウイルスによる健康被害が多量に発生しています。これだけ発生するこ

とを考えれば、従来の手洗い等の予防では、不十分であるように思います。発生原因

の究明と、より効果的な予防を教えてください。 
（奈良県 男性 46歳 医療・教育職経験者） 

○ 猛威が止まらないノロウイルス感染 

ノロウイルスの感染者が急増している。空気中感染による感染者も多数出たと報じ

られているが、早急に正しい予防法と対処法を伝え、これ以上感染者を増やさないよ

う対応していただきたい。 
（北海道 女性 38歳 医療・教育職経験者） 

○ ノロウイルス感染症の対策を 

ノロウイルス感染症が大流行し、感染者が調理したものによる二次感染が大量感染

者の原因として多いとの報道がされています。自覚症状も嘔吐や発熱など風邪の症状

に似ているため、感染者としての判断は経験的な方法に頼る結果となっており、さら

に大量感染者を生む原因になっています。初期対応での対策が被害拡大を阻止する重

要な要因と思います。早急なガイドラインの構築とワクチンなどの開発を求めます。 
（埼玉県 男性 47歳 食品関係業務経験者） 
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【食品安全委員会からのコメント】 

ノロウイルスによる食中毒は、冬場に多く発生するのが特徴です。二枚貝の生食

や調理従事者からの二次感染による様々な食品が原因となり、人から人への二次感

染もあります。 

ノロウイルスによる食中毒を防ぐためには、以下のような取組が有効です。 

（１）加熱が必要な食品は中心部まで充分に加熱する。（ノロウイルスは 85℃・1分

以上で不活化されます。） 

（２）野菜などの生鮮食品は充分に洗浄する。 

（３）手指をよく洗浄する。 

（４）感染者の便、嘔吐物に直接接触しない。 

（５）器具や床の消毒には高濃度の次亜塩素酸ナトリウムを用いる。（逆性石鹸や 

エタノールはあまり効果がない。） 

また、食品安全委員会では、ノロウイルスによる食中毒の発生が多いことから、

本ウイルスの食中毒に関する情報をわかりやすく提供し、注意を喚起するため、先

般、当委員会のホームページ上のトピックスに、ノロウイルス食中毒に関する専用

のページを作成しました。 

http://www.fsc.go.jp/sonota/norovirus.html 

今後とも、ノロウイルス等の食中毒について、正確でわかりやすい情報の提供に

努めてまいります。 

 

【厚生労働省からのコメント】 

ノロウイルスによる感染性胃腸炎及び食中毒については、今シーズンの発生状況

に鑑み、「ノロウイルスに関する Q＆A」を改定し、手洗いの励行、調理従事者の健

康管理、食品の十分な加熱等について周知を行ったところです。ノロウイルスの特

徴や予防法、殺菌の方法等の詳細ついては、Q＆Aに記載しておりますので御参照下

さい。 

http://www.mhlw.go.jp/topics/syokuchu/kanren/yobou/040204-1.html#16 

ノロウイルス対策については、各都道府県等においても、従来からの原材料の衛

生対策や近年増加傾向にある調理従事者を介して食品を汚染したことが原因と考え

られる食中毒防止のための事業者への衛生教育の実施等、最新の知見に基づいた監

視指導を実施しています。 
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○ 生卵の取り扱いについて 

一時期、サルモネラ菌対策の呼びかけにより、卵の洗浄や加熱の徹底が見受けられ

たが、最近は外食先で卵かけご飯のメニューをよく見かけ、テレビでも料理法につい

て「卵は半熟仕上げが良い」との紹介があった。以前よりサルモネラ菌に対する意識

が薄まってきているように思われる。 
（京都府 女性 34歳 医療・教育職経験者） 

○ 生卵のサルモネラ菌について 

生卵のサルモネラ菌による子どもの死亡例が報告されてしばらくたつが、その後、

詳しい報告がなく、生卵への不安は拭えない。いたずらに恐れることなく、生卵の利

用ができるよう、消費者がとるべき対策を教えてほしい。 
（三重県 女性 41歳 その他消費者一般） 

【食品安全委員会からのコメント】 

食品安全委員会では、食中毒に関する情報をホームページに掲載しています。 

 http://www.fsc.go.jp/sonota/shokutyudoku.html 

サルモネラについては、動物の腸管や自然界に広く分布しており、本菌による食

中毒は鶏肉や鶏卵に起因する場合が多いので、これらの食品の保存や調理に注意が

必要です。卵の生食は新鮮なものに限ります。低温保存に心がけ、早めに食べ切る

ようにしてください。  

 http://www.fsc.go.jp/sonota/salmonella.pdf 

また、現在、微生物・ウイルス合同専門調査会において、リスク評価を行う食中

毒原因微生物と食品の組合せの優先順位付けのための検討を行っており、鶏卵中の

サルモネラについてもリスク評価を行う候補の 1つとしています。 

詳しくは、当委員会のホームページを御覧ください。 

 http://www.fsc.go.jp/senmon/biseibutu/index.html 

http://www.fsc.go.jp/senmon/virus/index.html 

 

【厚生労働省からのコメント】 

鶏の殻付き卵については、食品衛生法で消費期限又は賞味期限を表示するととも

に、生食用の場合には生食用である旨、賞味期限経過後は飲食に供する際に加熱殺

菌を要する旨、保存方法（10℃以下で保存することが望ましい旨）を表示すること

と定められています。また、鶏の殻付き卵を加熱殺菌せずに飲食に供する場合にあ

っては、賞味期限を経過していない生食用の正常卵を使用しなければならないと定

められています。 

食中毒による健康被害の未然防止には、飲食店等の営業者のみならず、各家庭に

おける取組も重要です。家庭における卵の取扱いについては、「家庭における卵の衛

生的な取扱いについて」により、卵の表示を確認すること、期限内に消費すること、

殻を割ったらすぐ使うこと、調理後は速やかに食べること等の注意喚起を行ってい

ます。 

なお、厚生労働省では、従来よりホームページにおいて家庭内での食中毒防止に

ついて情報提供を行っています。 

http://www1.mhlw.go.jp/houdou/0903/h0331-1.html 
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８．遺伝子組換え食品等関係 

○ 遺伝子組換え作物について 

米国から輸入された農作物に遺伝子組換え品が混入していたとの報道があった。今

後、このようなことが二度とないようきちんと管理して欲しい。また、遺伝子組換え

が行われることによって、直接的に異常たんぱく質が発現しないことを確かめている

ようだが、それ以外の影響の可能性の有無をもっとしっかり確認していただかない

と、非常に不安である。 
（東京都 女性 46歳 その他消費者一般） 

【食品安全委員会からのコメント】 

遺伝子組換え食品の安全性については、主に、遺伝子組換えによって新たに付け

加えられた全ての性質と、遺伝子組換えによって、他の悪影響が生じる可能性がな

いかという点について、これまで食べられてきた食品（非遺伝子組換え食品）と比

較し、評価を行っています。 

例えば、遺伝子組換えとうもろこしの安全性評価を行う場合は、遺伝子組換えで

はない、従来品種のとうもろこしと同じように食しても問題がないかについて、食

品安全委員会が策定した安全性評価基準に基づき、様々な観点から、安全性を確認

しています。 

具体的な安全性評価のポイントは、 

・組み込まれた遺伝子が作り出すたんぱく質に有害性はないか 

・組み込まれた遺伝子が間接的に作用し、他の有害物質を作る可能性はないか 

・栄養素、栄養阻害物質などの構成成分や量が大きく変化していないか 

などです。 

これらについては、科学的なデータを基に、総合的に判断されます。 

また、遺伝子組換え食品等専門調査会の審議内容については、調査会終了後、議

事録を公開するなどし、審議の透明性の確保に努めているところです。 

 

【厚生労働省からのコメント】 

平成 18 年 8 月に、米国政府において安全性未審査である遺伝子組換え米

（LLRICE601）が米国国内の商業用の米から微量検出され、市場に流通している可能

性がある旨を公表したことから、米国政府に対し厳重な管理の徹底を要請するとと

もに、輸入時検査の強化を行ったところです。現在までのところ、LLRICE601 の混

入事例は確認されていません。 

厚生労働省では、改めて輸入者に対し、使用原材料に遺伝子組換え食品の混入が

ないことの確認を行うよう指導するとともに、必要に応じて輸出国政府に対し、混

入防止について管理の徹底を求めています。 
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９．肥料・飼料等関係 

○ 硝酸態窒素について 

以前読んだ漫画や最近見たテレビ番組で、多肥栽培による葉物野菜には硝酸態窒素

が多く残留するということを知りました。もし、硝酸態窒素が残留した野菜をサラダ

で生食すれば、健康被害につながるのではないでしょうか。国も硝酸態窒素について

の研究や情報提供、基準作りを進めてほしいと思います。 
（鹿児島県 女性 46歳 その他消費者一般） 

○ 生鮮野菜の硝酸塩について 

野菜に含まれる硝酸塩を検査した結果、蒸す・煮る・茹でる・炒める・漬ける等の

調理の工夫によって、硝酸塩が減ることがわかりました。電子レンジによる調理では

硝酸塩は減らないと言われていますが、本当でしょうか。 
（北海道 女性 64歳 その他消費者一般） 

【厚生労働省からのコメント】 

硝酸塩はそもそも野菜中の成分として含まれており、通常の食生活において野菜

中の硝酸塩が人体に有害な作用を引き起こすことはないと考えられます。 

また、国際的には、FAO 及び WHO の専門家会議（JECFA※）の報告書において、野

菜が食品として有用であることはよく知られていること及び硝酸塩が野菜の基質の

中にあることにより人における硝酸塩の吸収や代謝が影響を受ける可能性があるこ

とを考慮すると、野菜の硝酸塩の含有量の限界値を設けることは適当でない旨指摘

されています。 

厚生労働省においては、厚生労働科学研究等において、野菜その他の生鮮食品に

含まれる硝酸塩の摂取量の調査等を行っています。今後も引き続き我が国における

硝酸塩の摂取状況や国際的な動向等を把握するよう努めてまいります。 

なお、野菜中の硝酸塩は、茹でるなどの調理により減少することが知られていま

す。 

 

※JECFA（FAO/WHO 合同食品添加物専門家会議）： 

FAO と WHO が合同で運営する専門家の会合として、1956 年から活動開始。 

FAO 、WHO 、それらの加盟国およびコーデックス委員会に対する科学的な助言

機関として、添加物、汚染物質、動物用医薬品などの安全性評価を行う。 

（食品安全委員会：「食品の安全性に関する用語集」から抜粋） 

 

【農林水産省からのコメント】 

農林水産省では、野菜中の硝酸塩等についての研究を行い、その成果として、野

菜中の硝酸測定の簡易マニュアルを策定したほか、野菜中の硝酸塩濃度を下げるこ

とのできる様々な栽培技術の効果を確認しました。 

平成 18 年からは、食の安全・安心確保交付金により、農産物中の硝酸塩含有量等

の実態把握、収量や品質を損なうことなく地域の条件に適した硝酸塩低減化技術の

検討、農業者の硝酸塩のリスク管理に対する意識を高めるための有識者等との情報

交換会等を行っています。 
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詳細はホームページで紹介していますので、御参照ください。 

http://www.maff.go.jp/syoku_anzen/syosan/index.htm 

また、野菜に含まれる硝酸塩については、茹でる・漬ける・炒める等の調理方法

により低減化が可能であるとの研究結果が報告されており、上記ホームページにお

いても紹介しております。なお、現在のところ上記の調理方法と電子レンジによる

調理とを比較した研究に関する報告は承知しておりません。 

 

 

 

 

 

 

１０.食品衛生管理関係 

○ ノロウイルス対策における調理機器の洗浄について 

ノロウイルス対策には、85℃、1 分間以上の熱湯消毒と塩素系洗剤のみが有効とさ
れている。しかし、調理現場には電動配膳カートのような分解できない金属性の機器

が多く、熱湯や塩素系洗剤に浸すことができないため混乱した。どうすればよいのだ

ろうかと思った。 
（京都府 女性 34歳 医療・教育職経験者） 

【厚生労働省からのコメント】 

直接食品に接する調理機器等については、従来から食中毒対策のため、洗浄や殺

菌・消毒が可能な構造をしており、ノロウイルス対策においても有効なものと考え

ています。電動配膳カートなど直接食品に接しない機器については、清掃の定期的

な実施など清潔を心がけるようお願いします。なお、殺菌を行う場合には、機器メ

ーカーに材質の耐久性等を確認してください。 

 
 
このほか、以下の意見があり、これらについても、関係行政機関にも回付しております。 

○ 食品衛生管理について 

近年、スーパーや大手チェーン飲食店における食品衛生管理の重要性がとてもよく

浸透しており、感心しています。その一方で、飲食店やコンビニエンスストアの店内

調理においては、今一歩の感じがする店舗もありますので、これからも「わかりやす

い食品衛生管理指導」の徹底を是非ともお願いいたします。 
（三重県 男性 35歳 食品関係業務経験者） 

○ 輸入食品に対する輸入者の認識 

輸入食品を通関する場合、通関業者が検疫所への届出業務を代行することが一般的

である。食品を扱う輸入者は、食品の安全性について通関業者以上に学習するべきで

ある。港湾での検疫強化、コンプライアンスの徹底は、輸入食品の安全性確保の第一

歩ではないだろうか。 
（神奈川県 男性 36歳 その他消費者一般） 
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○ 期限表示について食品販売業者教育を 

地元の大手スーパーで、消費期限の過ぎた食品をうっかり購入してしまったことが

ある。消費期限の過ぎた食品を販売しないよう、業者への教育に努めてほしい。 
（愛媛県 女性 55歳 その他消費者一般） 

○ 粉ミルクの異臭について 

粉ミルクを開封すると異臭があり、メーカーに調べてもらうとパラジクロロベンゼ

ン（防虫剤）が混入しているとわかった。保健所の調査では、工場内に異常はなく、

混入経路は不明だった。しかし、粉ミルクの開封時に吸着する可能性が考えられるた

め、パラジクロロベンゼンが通常使用で混入するか否か等原因をきちんと確認すると

ともに、日常使用する化学薬品についてはメーカーも十分理解して使用方法や保存方

法などを明記するようにしてほしい。 
（東京都 女性 46歳 その他消費者一般） 

○ 米に金属片混入の恐れ 

奈良県で販売された米にステンレス片が混入している恐れがあるとして、自主回収

をしたとの報道を耳にした。私たちが安心して食材を購入できるよう、行政は業者に

対して厳しく指導を行ってほしいと思う。 
（和歌山県 女性 31歳 食品関係業務経験者） 
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 １１.食品表示関係 

○ 冷凍たらばがにの表示について 

最近、スーパー等で、冷凍のたらばがにの表示を見てみると、「原材料タラバガニ

（ロシア産）、原産国（中国）」とされている商品をよく目にする。表示の仕方が非

常に紛らわしいと思う。 
（長崎県 男性 43歳 食品関係業務経験者） 

【農林水産省からのコメント】 

商品が具体的にどのようなものか不明ですが、原材料の表示が行なわれているこ

とから、加工したたらばがにを冷凍したものと思われます。 

加工食品には、原材料として何を使用したかについて表示する義務があり、また

輸入された加工食品は当該食品を製造した国を原産国として表示する義務がありま

す。 

また、原料の原産地についても一部の食品については義務付けられていますが、

御質問の冷凍のたらばがにのように、義務付けられていない食品にも任意で表示す

ることができます。消費者の商品選択に資するという観点から、このような義務表

示対象でない加工食品についても、表示などにより原料原産地に関する情報を自主

的に発信するような前向きな取組は望ましいものと考えます。 

御質問の場合、海外で製造された輸入加工食品と思われ、原材料のたらばがにが

漁獲された国をロシアと表示し、当該食品を製造した国の原産地として中国と表示

されているものと思われます。 

 

 

○ 店頭販売の惣菜の表示について 

量り売りで包装されずに売られている惣菜は、その場で選んで袋詰めするため、い

わゆるラベル表示がありません。インストア加工でも食品添加物を使用している可能

性があると考えられますし、アレルギー表示がないのも何が使用されているか不明で

不安です。 
（三重県 男性 35歳 食品関係業務経験者）  

○ 惣菜の表示について 

スーパー等で売られている惣菜は、使われた食材の原産地表示がない。消費者が安

心して購入できるよう、せめて売り場のみでもかまわないので、原産地表示をしても

らいたい。 
（岐阜県 女性 34歳 その他消費者一般） 

【厚生労働省からのコメント】 

食品を同一施設内、敷地内で製造販売する場合であっても、容器包装に入れられ

た食品については、原則として表示を行う必要があります。 

しかしながら、消費者の求めに応じて計り売りする食品などについては、その場

で製造者等に対して、当該食品の情報提供を求めることができるため、表示を義務

付けておりません。 

なお、アレルギー表示については、食品の表示を義務付けていない対面販売、外
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食産業において品書き等を通じ、アレルギー疾患を有する者に対する情報提供を充

実させるための自主的な取組を講ずるよう指導しているところです。 

 

【農林水産省からのコメント】 

消費者に食品の情報を伝える観点から、原産地表示などにより品質に関する情報

を提供することは重要と考えています。 

惣菜などの加工食品の原料の原産地表示については、原産地に由来する原材料の

品質が製品の品質に大きな影響を与えると考えられる品目として、加工度が低く、

生鮮食品に近い20食品群に対象を大幅に拡大し、平成18年 10月義務化されました。 

しかし、すべての加工食品に原料の原産地表示を義務付けることについては、加

工食品は一般に多くの原材料を用い、最終製造するまでの工程や原料のたどる経路

が複雑であること、正確に原料の原産地をトレースするのは難しいことなどから、

全ての食品に一律に義務付けることは困難であると考えています。 

多様な加工食品がある中で、義務表示対象でない加工食品についても、ポップ表

示なども含めて原料原産地に関する情報を自主的に発信するような前向きな取組を

促してまいりたいと考えています。 

（参考） 

パンフレット： 

http://www.maff.go.jp/soshiki/syokuhin/heya/new_jas/pamphlet/leaflet.pdf 

加工食品品質表示基準 Q＆A（第 1集）： 

http://www.maff.go.jp/soshiki/syokuhin/heya/hinnpyou-kakousyokuhinnqa.pdf 

加工食品品質表示基準 Q＆A（原料原産地表示）： 

http://www.maff.go.jp/soshiki/syokuhin/heya/new_jas/kako_shokuhin_qa.pdf 

 

 

 

○ 遺伝子組換えに関する表示について 

例えば「丹波黒」大豆のような、遺伝子組換え作物がないと思われる品種を使用し

た食品について、「遺伝子組換えでない」という表示をすることは紛らわしく、誤認

を誘導する。遺伝子組換え作物使用の場合のみ表示してほしい。 
（愛媛県 女性 55歳 その他消費者一般） 

○ 「遺伝子組換えでない」と表示できる基準について 

遺伝子組換え作物が混入していても、5％以下であれば「遺伝子組換えでない」と
いう旨の表示をしても良いという記事を拝見しました。収穫や加工段階での混入の可

能性がある事はわかりますが、この 5％という数値はどのように割り出された数値で
あり、安全面でどの程度保証されているのでしょうか。また、意図的に遺伝子組換え

作物を混入した場合などは、食品衛生法施行規則の「意図せざる組換え DNA 技術応
用作物又は非組換え DNA 技術応用作物の一定の混入」の規定は適用されないとあり
ますが、どのような監視体制がとられているのでしょうか。 

（大阪府 女性 27歳 その他消費者一般） 
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【厚生労働省及び農林水産省からのコメント】 

遺伝子組換え農産物については、食品衛生法に基づいて食品としての安全性が確

認されたものだけが市場に流通することが認められています。 

遺伝子組換え食品の表示制度については、事業者、消費者、学識経験者等からな

る「食品表示問題懇談会遺伝子組換え食品部会」において約 2 年半にわたり、技術

的・科学的観点から表示の合理性、信頼性、実行可能性等を議論して、平成 11 年 8

月に取りまとめられた「遺伝子組換え食品の表示のあり方」を踏まえて定めたもの

です。 

このことを踏まえ、表示方法については、遺伝子組換え農産物を原料としている

ものであって、加工工程後も組み換えられた DNA やそれによって生じたタンパク質

が存在するものは義務表示とし、存在が検出できないものは義務表示の必要はない

こととしています。また、分別生産流通管理が行われていることを確認した非遺伝

子組換え農産物及びそれを原料とする加工食品については、任意で「遺伝子組換え

でない」旨の表示ができることとしております。なお、現在、大豆、とうもろこし、

ばれいしょ、なたね、綿実、アルファルファ及びてん菜並びにそれらの加工食品以

外の食品は、現時点で遺伝子組換え技術を用いて作られたものの流通が認められて

いないため、遺伝子組換えでないことを示す用語を表示することは禁止しています。 

また、分別生産流通管理を行っても意図せざる遺伝子組換え農産物の一定の混入

の可能性は避けられないことから、分別生産流通管理が適切に行われている場合に

は、5％以下の一定率の意図せざる混入を認めています。なお、意図的に混入させた

場合や、分別生産流通管理が行なわれていたとしても 5％以上の混入が認められた

場合は、分別生産流通管理が適切に行われなかったものとみなし、遺伝子組換えで

ないとの表示はできません。 

 

 

○ ナトリウムの表示について 

ナトリウムは他のミネラルと異なり、高血圧等の治療における実際の医学的な指導

は「食塩」で行われます。それ故、食品の表示についても「ナトリウム」ではなく「食

塩」で表記されるのが望ましいと考えます。よりわかりやすい表示となるよう、専門

家が中心となって、国の方で十分検討していただきたいと思います。 
（広島県 男性 56歳 その他消費者一般） 

【厚生労働省からのコメント】 

健康増進法に基づく栄養表示基準においては、ナトリウムの量を表示することと

されていますが、これは、①コーデックス委員会で策定されたガイドライン等、国

際的にも食塩ではなくナトリウムの表示が求められていること、②食塩はナトリウ

ムを多く含む代表的な食材であるが、食品中に含まれるすべてのナトリウムが食塩

由来ではないこと、等から、食塩ではなく、ナトリウムの量としております。 

ちなみに、ナトリウム量×2.54 により食塩量が算出できます。 
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○ 卵を生で食する場合の消費期限表示の追加について 

最近、卵かけご飯が流行している。卵のそれ自体の消費期限は記載があるが、生で

食す場合の安全性を示すために、生卵消費期限なるものをつけ加え、表示していただ

きたい。 
（岡山県 女性 31歳 その他消費者一般） 

【厚生労働省からのコメント】 

生食用の鶏の殻付き卵については、生食用である旨を表示し、賞味期限を経過し

た後は、飲食に供する際に加熱殺菌を要する旨を表示する必要があります。 

したがって、生食用の鶏の殻付き卵に表示されている賞味期限は、生で飲食する

場合の期限を表示しているものです。 

 

 

このほか、以下の意見があり、これらについても、関係行政機関にも回付しております。 

○ ポストハーベストの明記について 

グレープフルーツのポストハーベストについて、業者も一般の人もあまり知識を持

っていないように思います。果皮を食用にしたり、入浴剤に使用したりする人もいま

す。ポストハーベストの明記、洗浄方法の指導などが必要ではないでしょうか。 
（千葉県 女性 73歳 食品関係研究職経験者） 

○ 弁当の原材料表示について 

出来合いの弁当には具材の内容と表示が異なっているものがある。そのようなこと

があると、アレルギー表示も果たして正しいものなのかと不安になってしまう。弁当

具材の詳細な表示は必要ないと思うが、信頼できるアレルギー表示はつけてほしい。

また、表示に関する法律も厳しくするばかりでなく、要点を押さえたものであるべき

だと思う。 
（東京都 女性 27歳 食品関係業務経験者） 

○ 包装菓子ドーナツの内容量表示の改正を望む 

現在、菓子の内容量は個数で表示されているものが多いので、購入者はその内容成

分量を直ちに判断することは困難である。内臓脂肪症候群等の増加の折から、嗜好度

高く脂肪量の多いドーナツ等は、重量表示に改正すべきと提案する。 
（東京都 男性 84歳 食品関係研究職経験者） 

○ 食品のアレルギー表示について 

アレルギー物質は、食品衛生法により表示が義務づけられている。しかし、例えば、

「くるみ」と「ピーカンナッツ」のように、同じ科に属する植物は同様の性質を持つ

可能性が高いので、使用メーカーはそのアレルギー発現性を確認して、使用・表示す

るように努めるべきである。 
（東京都 女性 46歳 その他消費者一般） 
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１２．その他 

○ 香辛料（スパイス）の放射線照射の実用化について 

香辛料（スパイス）の放射線照射の実用化に向けて、全日本スパイス協会が厚生労

働省に要望書を提出しているとメディアが報じています。安全性については、時間を

かけて多角的に慎重に審議していただきたいと思います。 
（石川県 女性 69歳 医療・教育職経験者） 

【食品安全委員会からのコメント】 

放射線照射食品は、食品衛生法において認可された食品のみが流通、販売等がで

きることとなっており、また、これを認可するにあたっては、個々に食品安全委員

会の評価を受ける必要があります。 

食品安全委員会での評価は、食品個々の事情に応じて行われており、放射線照射

食品の安全性の評価についても、厚生労働省から評価要請があった場合において、

食品の種類、放射線照射の用途等を考慮した上で、必要な科学的情報に基づいて評

価がなされることとなります。 

なお、食品への放射線照射に関する食品健康影響評価については、平成 18 年 12

月に開催された当委員会の企画専門調査会において、自ら評価の候補案件として当

委員会に報告することとされ、委員会に報告された場合には、食品の安全性の観点

からその取扱いについて委員会で検討することになります。 

 

【原子力政策担当室からのコメント】 

原子力委員会食品照射専門部会（以下、専門部会という）における議論等につい

て御説明します。専門部会は、食品への放射線照射（食品照射）に関する国内外の

動向、有用性、安全性に関する内外の評価の現状等について調査審議を行うととも

に、わが国における食品照射に関する今後の取組に関する考え方を検討し、国民か

らの意見募集にて頂いた御意見も参考にして、関係者の今後の検討に資するため、

食品照射専門部会報告書「食品への放射線照射について」（以下、「報告書」とい

う）をとりまとめました。 

報告書では、国内外において、適正な照射線量等を守り照射を行った場合には安

全であるという研究成果が蓄積されていることなどから、照射食品の安全性につい

て一定の見通しがあると結論し、有用性が認められる食品への照射について、食品

安全行政の観点から検討等が進められることが適切としています。その上で、まず

香辛料への照射について、①諸外国において多くの許可・実用化の実績があること、

②以前に日本スパイス協会からの具体的要請があったこと、③安全性に関する検討

や研究が行われて良好な結果があること、などから有用性があるため、検討・評価

を行うことが妥当としています。 

また、原子力委員会は、報告書の考え方は尊重すべきものと評価した上で、関係

行政機関において報告書を踏まえた取組が進められることが必要であると考えるこ

と等を内容とする決定を行い、関係行政機関に周知しました。 

なお、以下のウェブサイトにおいて、食品専門部会報告書及び報告書を受けた原

子力委員会決定、部会における配布資料や議事録等が公開されています。 

 http://aec.jst.go.jp/jicst/NC/senmon/syokuhin/index.htm 
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このほか、以下の意見があり、これらについても、関係行政機関にも回付しております。 

○ 食育を通して食中毒・感染症を防ぐことは出来ないものでしょうか 

今年はノロウイルスによる食中毒・感染症が猛威を振るっています。地球温暖化の

影響なのでしょうか。食育の乱れによる免疫力の低下、調理や食事前の手洗いの不徹

底等、基本的なことがおろそかになっているのではないでしょうか。 
（宮崎県 女性 48歳 食品関係業務経験者） 

○ 食育と子どもの健康について 

食育は子どもだけの問題ではなく、大人の問題でもあると思います。食育を通して、

食の大切さを学ぶことにより、健康な食生活が送れるということを親子で学んでいけ

たらいいと思います。 
（岐阜県 女性 34歳 その他消費者一般） 

○ 学校現場における食育の推進の現状 

学校現場から「食育」の言葉はなかなか聞かれない。現場の意識を高めるには、ま

ず学校長の研修、そして率先して推し進めようという声をあげることである。そうす

れば、学校における食育は一丸となって推進していけると考える。 
（愛媛県 女性 39歳 医療・教育職経験者） 

○ 「健康食品」の名称変更を提案 

健康食品と称する食品が全ての人に同じ効果をもたらし、消化吸収されるとは思え

ない。「健康」という言葉は誇大表示だと思うので、「補助」「補填」程度の言葉に

変更することを提案する。 
（愛媛県 男性 68歳 食品関係業務経験者） 
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食品安全モニターからの報告（平成１９年１月分）について 

食品安全モニターから１月中に、３９件の報告がありました。 

 
     報告内容 

       ＜意見等＞ 

・ 食品安全委員会活動一般関係       １件 

・ リスクコミュニケーション関係      ２件 

・ 鳥インフルエンザ関係          ３件 

・ 食品添加物関係             ２件 

・ 農薬関係                １件 

・ 化学物質関係              ２件 

・ 微生物・ウイルス関係          ４件 

・ 食品衛生管理関係           １７件 

・ 食品表示関係              ５件 

・ その他                 ２件 

 

 

（注）複数の分野に関係する報告については、便宜上いずれかの 

分野に分類した。 

 

報告された意見等については、以下のとおりです。 

リスク管理機関に関わる意見等につきましては、関係行政機関に送付し、広く食

品の安全性の確保に関する施策の参考に供することとしています。 

なお、以下では、食品安全委員会に関する意見等についてコメントを掲載すると

ともに、併せて、リスク管理機関に関わる意見等についても、関係行政機関からコ

メントがありましたので掲載しております。 

 

凡例）食品安全モニターの職務経験区分： 

○食品関係業務経験者 

・現在もしくは過去において、食品の生産、加工、流通、販売等に関する職業（飲食物調

理従事者、会社・団体等役員などを含む）に就いた経験を 5年以上有している方 

・過去に食品の安全に関する行政に従事した経験を 5年以上有している方 

○食品関係研究職経験者 

・現在もしくは過去において、試験研究機関（民間の試験研究機関を含む）、大学等で食

品の研究に関する専門的な職業に就いた経験を 5年以上有している方 

○医療・教育職経験者 

・現在もしくは過去において、医療・教育に関する職業（医師、獣医師、薬剤師、看護師、

小中高校教師等）に就いた経験を5年以上有している方 

○その他消費者一般  

・上記の項目に該当しない方 
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１．食品安全委員会活動一般関係 

○ 食品安全モニターの重要な役割について 

沖縄県内各所で「ノロウイルスによる感染性胃腸炎予防の緊急対策講習会」が開か

れた。行政の素早い対応は、リスクコミュニケーションの質の向上につながる。しか

し、参加者全員に正確な情報が伝わっていない場合もあり、限界を感じた。そこで、

委員会からもらったノロウイルスに関する資料を衛生指導員に配布するなど情報提

供を行った。このように、地域への情報提供をモニターに働きかけることにより、全

国のモニターひとりひとりが小規模でも委員会からの情報を正しく伝えることがで

きるなら、社会全体でリスクに対して適切な対応をとれるようになると思う。 
（沖縄県 女性 46歳 食品関係業務経験者） 

【食品安全委員会からのコメント】 

この度は、当委員会が食品安全モニターの皆様にお送りいたしましたノロウイ

ルスに関する情報を地域の方々に伝えていただき、また地域への情報提供につい

ての御意見をいただき、ありがとうございます。食品安全モニターの皆様方には、

このように日常生活を通じて当委員会と地域との橋渡し的な役割もお願いしてい

るところですので、今後とも御協力よろしくお願いいたします。 

また、食品安全委員会では、食品の安全性に関して、地域におけるリスクコミ

ュニケーションの積極的な実施を推進するため、食品安全モニターも含め、地域

の集まり等で食の安全に関して話をする機会のある方を対象に、リスク分析や食

品安全委員会の役割についての理解を深めていただき、コミュニケーション能力

を高めていただくことを目的とした「地域の指導者育成講座」を今年度から全国

各地で開催いたしました。 

本講座につきましては、今年度はすでに応募が終了いたしましたが、平成 19 年

度においては本講座を引き続き実施するとともに、新たにリスクコミュニケータ

ー養成講座を行うこととしております。開催が決まり次第、随時ホームページに

掲載いたしますので、積極的に御応募いただきたいと考えています。 

http://www.fsc.go.jp/koukan/dantai_jisseki.html 
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２．リスクコミュニケーション関係 

○ テレビ報道に振り回されない知識の啓蒙を 

テレビで納豆によるダイエット法が報道されてから、スーパーなどで納豆が売り切

れ状態となったが、後日、ダイエット効果については何の科学的根拠もないことがわ

かった。そのようないい加減な報道に振り回される国民もどうかと思うが、国も、国

民に対して正しい知識の啓蒙に努めてほしい。 
（群馬県 男性 41歳 医療・教育職経験者） 

○ 納豆のダイエット効果を取り上げたテレビ番組について 

先日、テレビで納豆によるダイエット効果について放送されました。健康ブームに

乗った番組は多くあり、その多くは食品の特定成分を紹介するものですが、スーパー

等で販売される食品に表示されている成分と異なる可能性があります。その場合、消

費者が戸惑うだけでなく、食品安全上の問題が生じることはありませんか。 
（北海道 男性 62歳 食品関係業務経験者） 

【食品安全委員会からのコメント】 

最近では、テレビ番組に限らず食に関する情報が大量に発信されており、国民

の皆様が食を自らの判断で正しく選択していただくことの必要性が高まっていま

す。そして、そのためには、食品の安全性をはじめとする食の知識と理解を深め

ることが重要です。このため、食品安全委員会では、食育推進の観点からもホー

ムページ、メールマガジンや、季刊誌等の刊行物を通じ、幅広く適切な情報の発

信に努めているほか、関係者間で情報や意見の交換を行うリスクコミュニケーシ

ョンも積極的に実施しているところです。 

また、食品の安全性に関する情報を伝える上で、マスメディアの果たす役割は

大きいことから、当委員会では適宜プレスリリースを行い、積極的に情報を提供

するとともに、マスメディアとの懇談会を定期的に開催しています。さらに、食

に関する情報で安全性の面から問題のある事例については、その都度ホームペー

ジのトピックスに「健康被害事例」として掲載しております。 

なお、納豆は大豆由来食品として、植物性たんぱく質、カルシウム等の栄養素

に富む食品です。特定の成分に着目して摂取するよりも、バランスのよい食事の

中で摂ることが重要です。 
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３．鳥インフルエンザ関係 

○ 宮崎県における鳥インフルエンザ発生について 

宮崎県における鳥インフルエンザ発生に関して、毎年のように鳥インフルエンザが

発生しているにも関わらず、過去の経験が活かされず、また発生してしまった。関係

各機関は、早急に原因究明と再発防止策を打ち出し、指導を徹底してほしいと強く望

む。 
（奈良県 女性 69歳 医療・教育職経験者） 

○ 鳥インフルエンザ 

鳥インフルエンザが各地で発生していますが、鳥から人への感染のないことを願っ

ています。現在、鶏肉・鶏卵が安全であるということについて、国の関係各機関の安

全対策は公示されているが、県や市町村による啓蒙が今一歩、不足と思われます。 
（石川県 男性 68歳 食品関係業務経験者） 

【食品安全委員会からのコメント】 

食品安全委員会では、以下の点を総合的に勘案し、現在のところ、わが国にお

いて、鶏肉や鶏卵を食べることによってヒトに感染することは考えられないこと

から、鶏肉・鶏卵は安全であると考えています。このため、本年 1月 13 日に鳥イ

ンフルエンザの発生に関する委員長談話を公表し、国民の皆様には、冷静に対応

していただきますようお願いしたところです。 

（１）日本においては、現在のところ家きん類へ鳥インフルエンザの感染が蔓延

している状況にはなく、また、鳥インフルエンザが発生した場合には、直ち

に感染鶏等の殺処分や移動禁止といった措置が取られ、当該ウイルスに汚染

された鶏肉・鶏卵が市場に流通することはない。 

（２）これまで、鶏肉や鶏卵を食べることによって、鳥インフルエンザウイルス

がヒトに感染した例は、世界的に報告がない。 

（３）鳥インフルエンザウイルスは酸に弱く、胃酸で不活化されると考えられる。 

（４）当該ウイルスがヒトの細胞に入り込むための受容体が鳥のものとは異なる。 

（５）国産の鶏卵は、卵選別包装施設（GP センター）で、通常、150ppm 以上の次

亜塩素酸ナトリウム溶液又はこれと同等以上の効果を有する殺菌剤を用いて

洗卵されている。 

（６）国産の鶏肉は、食鳥処理場において、「食鳥処理の事業の規制及び食鳥検

査に関する法律」に基づき、鳥インフルエンザ等の疾病にかかった鶏を排除

する食鳥検査が行われ、この検査に合格した鶏肉が市場に流通している。ま

た、鶏肉は、食鳥処理場で、通常、約 60℃のもとで脱羽され、最終的に次亜

塩素酸ナトリウムを含む冷水で洗浄されている。 

なお、鳥インフルエンザウイルスは通常の加熱調理で容易に死滅しますので、

加熱すればさらに安全です。 

鳥インフルエンザにつきましては、当委員会ホームページにおいて、随時、情

報提供をしておりますので御覧ください。 

 http://www.fsc.go.jp/sonota/tori1603.html 
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【農林水産省からのコメント】 

平成 16 年の山口県、大分県、京都府における発生をうけて、農林水産省は、家

畜伝染病予防法の改正、高病原性鳥インフルエンザ防疫指針の公表、サーベイラ

ンスの強化等を行い、万が一の発生に備え、早期発見・早期通報の徹底と迅速か

つ的確な防疫措置を行うための体制を整備してきたところです。 

本年 1 月に、宮崎県、岡山県で高病原性鳥インフルエンザが発生しましたが、

早期の通報、発生農場における殺処分等の防疫措置が適切に実施され、ウイルス

の封じ込めに成功していると考えております。 

なお、今回の発生を受けて設置された感染経路究明チームからの報告によれば、

発生農場の鶏から分離されたウイルスは、中国、モンゴル、韓国等で分離された

ウイルスと同じ系統であり、インドネシア、ベトナム等で発生している系統とは

別のものであるとされています。 

国民の皆様には、御心配をおかけしますが、今後とも、国内におけるまん延防

止、消費者の皆様への正確な情報の提供、生産者への支援等の対応に関し、都道

府県及び関係府省とも十分連携しつつ万全を期するとともに、感染経路の早期究

明に努めてまいります。 

「鳥インフルエンザに関する情報」 

 http://www.maff.go.jp/tori/index.html 

 

 

このほか、以下の意見があり、これらについても、関係行政機関にも回付しております。 

○ 野禽類の安全性について 

先日、宮崎に続き、岡山でも鳥インフルエンザが出たとの報道があった。2 月下旬
までは、鴨などの野鳥獣狩猟の解禁シーズンでもある。鴨や鶉・雉・鳩等の野生の鳥

を食する場合の安全性はどうなのだろうか。感染経路が明確にならないと、野禽類の

肉や卵を安心して食べることができないのではないか。 
（長崎県 男性 43歳 食品関係業務経験者） 
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４．食品添加物関係 

○ 食品添加物と食生活 

食品添加物に関する本がたくさん出版され、消費者の間では不安が拡がっている。

食品添加物に対しては、複合的蓄積的な人体への影響を含め様々な角度からの安全性

の確認をお願いしたい。また、食品添加物や食べ物全般、食生活について、どのよう

に選択し、どのように摂取し、どのように生活するかを含めたライフスタイルの提案

も必要な時期ではないかと思う。 
（香川県 女性 42歳 その他消費者一般） 

【食品安全委員会からのコメント】 

食品安全委員会は、厚生労働省からの要請を受け、個々の食品添加物の安全性

の評価を行っています。 

具体的には、動物試験等の結果を評価して、人が生涯にわたり毎日摂取し続け

たとしても健康上の問題を生じないと推定される一日あたりの摂取量、すなわち

一日摂取許容量（ADI：mg/kg 体重/日で表示）を設定します。この ADI に基づき、

リスク管理機関である厚生労働省において、添加物の指定及び規格基準を設定し、

安全性の確保を図っています。 

複数の化学物質を同時に摂取した場合のリスク評価の検討は行われていません

が、ADI の設定の際には適切な安全係数をとっていること、また実際の摂取量は、

厚生労働省が毎年品目を決めて行っている「食品添加物 1 日摂取量調査」による

と、設定された一日摂取許容量をかなり下回っているとされており、現在のとこ

ろ特に問題はないものと考えられます。 

また、食品安全委員会では、食品添加物の複合影響についてこれまで検討が行

われた知見を収集・整理するため、平成18年度の食品安全確保総合調査において、

「食品添加物の複合影響に関する情報収集調査」を実施しています。 

今後、結果が取りまとめられた段階で、当委員会ホームページ等により公表す

ることとしています。 

 

【厚生労働省からのコメント】 

食品添加物は、食品の製造の過程において、加工又は保存の目的で食品に意図

的に加えられ、食品とともに人が摂取するものであり、安全性が十分確認された

ものであることが必要です。このため、食品衛生法に基づき、人の健康を損なう

おそれがないものとして厚生労働大臣が定めた食品添加物以外は、原則として使

用することができません。食品添加物の使用を認めるに当たっては、食品安全委

員会において食品健康影響評価を行い、その評価を踏まえ、薬事・食品衛生審議

会において審議を行い必要な規格基準を定め、食品添加物の安全性を確保してい

ます。 

複数の食品添加物を使用した場合の安全性については、研究情報の収集に努め

る他、添加物の摂取量調査、動物での安全性試験など国立研究機関等において試

験研究を行っています。なお、多くの添加物では、実際の摂取量は一日摂取許容

量（ADI）と比較してかなり少なくなっております。また、現時点では複数の添加
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物による相乗的な悪影響は確認されていません。今後とも科学技術の進歩等を踏

まえて試験研究を実施するなど適切に対応していきたいと考えております。また、

バランスの良い食事をすることが、栄養面だけでなく安全の面でも重要です。 

 

 

○ 食品添加物公定書の改訂について 

食品添加物公定書がまもなく改訂されると聞きました。新たに規格基準が設けられ

る食品添加物もあるようですが、一般消費者が購入する食材についても、実際に表示

等に影響が出るものなのでしょうか。 
（三重県 男性 35歳 食品関係業務経験者） 

【厚生労働省からのコメント】 

食品添加物公定書の改正に伴う、添加物の規格基準の改正は、添加物の成分規

格や試験法の改正を行うものです。この改正は、食品添加物の品質確保を目的と

して規格基準の改正を行うものです。表示に影響を及ぼすような添加物の名称の

改正は行っておりません。 
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５．農薬関係 

○ ポジティブリスト制度導入と食品安全委員会の対応について 

ポジティブリスト制度の導入に伴い、食品安全委員会は従来の農薬のリスク評価の

手順を変更してまで、制度実施の迅速化を図る措置を講じた。その結果、残留農薬等

に違反する輸入農産物を従来以上に摘出でき、リスクを水際で防止できた。これは、

食品安全委員会が、厚生労働省の制度導入に迅速に対応する措置を決めたおかげだと

思う。今後とも一層ポジティブリスト制度の徹底を図っていただきたい。 
（福岡県 男性 76歳 その他消費者一般） 

【食品安全委員会からのコメント】 

農薬等の残留基準は、まず食品安全委員会が「食品健康影響評価（リスク評価）」

を実施して一日摂取許容量を設定します。これに基づいて厚生労働省が残留基準

値を設定する、という順序になっています。 

しかし、本制度に導入にあたっては、あらかじめリスク評価を行ういとまがな

く、また国民の健康保護と制度の迅速な導入を図る必要もあったことから、御指

摘のように、通常の評価の手順とは異なりますが、先に厚生労働省がポジティブ

リスト制度を導入し、事後に食品安全委員会がリスク評価を行うこととなり、厚

生労働省はその評価に基づき改めて残留基準値を設定することとなりました。 

なお、食品安全委員会では、ポジティブリスト制度の施行に伴い、農薬専門調

査会に所属する専門委員を増員し、専門調査会の下に 5 つの評価部会を設置する

など体制を強化するとともに、「暫定基準が設定された農薬等の食品健康影響評

価の実施手順」を策定し、これに基づいて個別の物質ごとに計画的に調査審議を

行っているところです。 

 

【厚生労働省からのコメント】 

本制度の導入にあたり新たに残留基準を設定した農薬等について、食品安全委

員会に食品健康影響評価を依頼し、必要に応じ残留基準の見直しを行うとともに、

試験法についても開発を進めることとしています。 

輸入食品の監視については、ポジティブリスト制度の施行を踏まえ、検査員の

増員や検査設備の増設を図り、検査項目の拡充を行ってきたところあり、引き続

き、輸入時の検査体制の拡充を図るとともに、輸出国での適正な農薬使用等の要

請や輸入者への自主管理の推進に努めていくこととしています。 

国内に流通する食品については、都道府県等において監視指導が計画的に行わ

れているところですが、今後とも本制度の円滑な実施に努めてまいります。 

また、本制度に関しては、これまでも意見交換会の開催や関係団体等の講習会

や勉強会等への積極的な参加により、周知を図ってきたところですが、今後も引

き続きこれらの機会を活用し、本制度に関し正確かつ適切な情報の提供に努めて

いくこととしています。 
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６．化学物質関係 

○ アクリルアミドについて 日本の取組とは 

アクリルアミドについて、業界では話題になっているものの、消費者にはその問題

点、取組が十分に説明されていない現状があると思う。何をどうするか等の今後の取

組を結果だけではなく、経過も重大な問題として十分に説明してほしい。 
（東京都 女性 26歳 その他消費者一般） 

【食品安全委員会からのコメント】 

食品安全委員会では、食品の摂取と健康影響に関する情報などを広く国民に提

供する一環として、対象となる物質や事柄について、科学的な知見に基づいてわ

かりやすく整理したファクトシートの作成に取り組んでいます。御指摘のアクリ

ルアミドについても、平成 17 年 6 月にファクトシートを作成し、ホームページ等

を通じて情報提供を行っているところです。 

アクリルアミドはデンプンを多く含む食材を高温で加熱した食品に生成される

ことがわかっています。食品に含まれるアクリルアミドを摂取した場合の健康影

響に関しては、欧米を中心にして我が国を含め調査研究の段階にあり、食品安全

委員会としては、国際機関のリスク評価、各国や関係省・機関の取組や研究結果

等の情報収集を行うとともに、それらについて分かりやすく整理し、可能な範囲

でその内容や経過も含めて情報提供に努めてまいります。 

詳細は当委員会ホームページに掲載しておりますので御参照ください。 

http://www.fsc.go.jp/sonota/acrylamide-food170620.pdf 

 

【厚生労働省からのコメント】 

厚生労働省は、アクリルアミドの毒性やわが国に流通する加工食品中のアクリ

ルアミド濃度の実態調査等の取組を Q＆Aとしてまとめ、公表しています。詳しく

は、以下のサイトを御参照下さい。 

http://www.mhlw.go.jp/topics/2002/11/tp1101-1.html 

 

【農林水産省からのコメント】 

農林水産省は、消費者の視点を大切にして、国民の健康を守ることが何よりも

重要であるという考え方のもとに、食品に含まれているアクリルアミドを優先的

にリスク管理を行うべき有害化学物質として位置づけています。 

農林水産省は、平成 15 年に加工食品中のアクリルアミド含有実態調査などの取

組を開始しました。現在、含有実態調査を継続して実施しているほか、日本人が

どのような食品からどのくらいのアクリルアミドを摂取しているのかを明らかに

するための研究を実施しています。これらの調査研究により、アクリルアミドの

摂取量が多い食品を明らかにした上で、具体的な対策の必要性を検討していく予

定です。 

また、アクリルアミドに関するこれまでの経過や国際的な動向、農林水産省の

取組等について説明し、国内の食品事業者の自主的な低減努力を促すため、昨年

度から食品事業者の方々を対象とした説明会を開催しております。 
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国民の皆様への情報提供についても、食品中のアクリルアミドに関する理解や

知識を深めることができるように、充実した内容のホームページを現在作成中で

す。 

 

 

○ 安息香酸（塩）とアスコルビン酸の化学反応により生成されるベンゼンの

危険 

食品添加物である安息香酸（塩）とアスコルビン酸が清涼飲料水の中で化学反応を

することにより、ベンゼンが生成されると報道されていた。食品製造に関して使用し

ても問題のない成分であっても、複数混じることによって、害のある物質に変わると

いうことは重く受け止めて調査をしていく問題であると思う。 
（長野県 女性 45歳 その他消費者一般） 

【食品安全委員会からのコメント】 

清涼飲料水中のベンゼンについては、現在、厚生労働省において、清涼飲料水

製造業者等へ指導や関連知見の収集に努めているところですが、食品安全委員会

においても、平成 18 年度食品安全確保総合調査の中で、食品添加物の複合影響に

関する情報収集調査を行っています。今後、調査結果が取りまとめられた段階で、

当委員会ホームページ等により公表することとしています。 

また、ベンゼンそのものの食品健康影響評価については、厚生労働省から清涼

飲料水の基準の改正に関し、ベンゼンを含む 48 物質について意見を求められてお

り、現在、審議の準備を進めているところです。 

なお、当委員会ホームページの食品安全総合情報システムから海外の当該情報

についても検索が可能です。 

（参考） 

食品安全委員会ホームページ「食品安全総合情報システム」 

http://www.ifsis.fsc.go.jp/fsilv1/do/FSILogon 

①「食品安全総合情報システム」画面の中から「食品安全委員会が保有する文

献情報および危害情報」の対象データとして「食品安全関係情報」を選択 

②「ベンゼン」「清涼飲料」をキーワードにして検索 

 

【厚生労働省からのコメント】 

厚生労働省は、清涼飲料水中のベンゼンに関して、平成 18 年 7 月 28 日付けで

都道府県等及び業界団体を通じて、全国の清涼飲料水製造業者に対し、必要に応

じ自社製品の実態を把握するなど所要の措置を講じるよう要請を行いました。詳

しくは、厚生労働省のホームページを御参照ください。 

 http://www.mhlw.go.jp/houdou/2006/07/h0728-4.html 
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７．微生物・ウイルス関係 

○ ノロウイルス感染症の原因究明と対応策を願う 

ノロウイルスによる感染症胃腸炎が猛威をふるっている。関係諸機関は原因究明を

急ぐとともに、消費者や調理に携わる業者等に対して現時点での具体的な対応策を示

していただきたい。 
（兵庫県 女性 70歳 医療・教育職経験者） 

○ 牡蠣のノロウイルス対策に適正なＰＲを 

食品安全委員会から送られてきたノロウイルス食中毒についての情報提供資料

（「ノロウイルス食中毒に注意しましょう」他）は分かりやすく、参考になりました。

今、日本中でマスコミを通じ、ノロウイルス対策が叫ばれていますが、牡蠣を食べる

際、必ず 85℃で 1分間加熱すれば安全であることを認識しました。 
（新潟県 男性 63歳 医療・教育職経験者） 

○ ノロウイルスによる牡蠣への風評被害について  

ノロウイルスによる感染性胃腸炎の大流行は「牡蠣が原因」という印象が強く、全

国的に風評被害が広がっている。今期のノロウイルスの流行は、人から人への感染が

主とされている。来期以降の流行も予測されるため、本腰を入れて風評被害の対策を

講じるべきだ。 
（福岡県 男性 55歳 食品関係業務経験者） 

○ 食中毒についての冷静な分析・報告を望む  

ノロウイルスの集団感染など、新聞や TV等での報道において、食中毒に対する不
安が消費者の間で拡がっている。食中毒についての総体的な分析をして、冷静な報告

をしてもらいたい。 
（香川県 女性 42歳 その他消費者一般） 

【食品安全委員会からのコメント】 

ノロウイルスによる食中毒は、冬場に多く発生するのが特徴です。二枚貝の生

食や調理従事者からの二次汚染による様々な食品が原因となり、人から人への二

次感染もあります。 

ノロウイルスによる食中毒を防ぐためには、以下のような取組が有効です。 

（１）加熱が必要な食品は中心部まで充分に加熱する。（ノロウイルスは 85℃・1

分以上で不活化されます。） 

（２）野菜などの生鮮食品は充分に洗浄する。 

（３）手指をよく洗浄する。 

（４）感染者の便、嘔吐物に直接接触しない。 

（５）器具や床の消毒には高濃度の次亜塩素酸ナトリウムを用いる。（逆性石鹸  

やエタノールはあまり効果がない。） 

また、食品安全委員会では、ノロウイルスによる食中毒の発生が多いことから、

本ウイルスの食中毒に関する情報をわかりやすく提供し、注意を喚起するため、

先般、当委員会のホームページ上のトピックスに、ノロウイルス食中毒に関する

専用のページを作成しました。 
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http://www.fsc.go.jp/sonota/norovirus.html 

今後とも、ノロウイルス等の食中毒について、正確でわかりやすい情報の提供

に努めてまいります。 

 

【厚生労働省からのコメント】 

ノロウイルスによる感染性胃腸炎及び食中毒については、今シーズンの発生状

況に鑑み、「ノロウイルスに関する Q＆A」を改定し、手洗いの励行、調理従事者の

健康管理、食品の十分な加熱等について周知を行ったところです。ノロウイルス

の特徴や予防法、殺菌の方法等の詳細ついては、Q＆A に記載しておりますので御

参照下さい。 

http://www.mhlw.go.jp/topics/syokuchu/kanren/yobou/040204-1.html#16 

また、ノロウイルスについては食中毒でも様々な感染経路があり、平成 18 年 11

月 1 日から 12 月 18 日までのノロウイルス食中毒の発生状況（速報値）をとりま

とめ、原因は食品取扱い時の汚染が疑われる事例が多く、調査期間中にカキと特

定された事例の報告は無かった旨の公表を行っています。 

http://www.mhlw.go.jp/houdou/2006/12/h1225-1.html 

厚生労働省では、ノロウイルスによる感染症や食中毒の予防対策等について、

最新の科学的知見を踏まえた正確で幅広い情報を国民に提供するよう努めている

ところです。 

 

【農林水産省からのコメント】 

農林水産省としては、生産者団体によるカキの安全管理の PR の取組を支援する

とともに、ホームページによるカキの生産・加工における安全管理の取組の紹介

等消費者へのわかりやすい情報提供に努め、カキの消費の回復・安定に取組んで

まいります。 

「カキとノロウイルスについて」 

http://www.maff.go.jp/soshiki/suisan/norovirus/index.html 
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８．食品衛生管理関係 

○ 消費期限切れの牛乳使用の洋菓子（シュークリーム）販売について 

ニュースなどで、大手菓子メーカーが、消費期限の切れた牛乳を使用して、シュー

クリームを販売していたとの報道があった。なぜ、消費期限が切れた牛乳を使用した

のかとても疑問に思う。安心して菓子を購入できるよう、菓子メーカーはきちんと原

因を調べて、詳しい調査結果を国民に伝えてほしいと思う。 
（長崎県 男性 43歳 食品関係業務経験者） 

○ 菓子類の原料の安全性について  

最近、ニュースで、大手菓子メーカーの原料の不適切なことによる商品の安全性の

問題が注目されています。原料が不衛生であったり、管理がずさんであったりしたこ

とについては、多くの不安を感じています。原料の安全性をもう一度徹底して見直す

時期が来たのではないでしょうか。 
（長野県 女性 45歳 その他消費者一般） 

○ 大手菓子メーカーの消費期限切れ材料使用問題について 

今回の大手菓子メーカーの事件は、消費者の信頼を完全に裏切った行為で、断じて

許すことは出来ない。以前の乳業メーカーの事件や今回の事件を対岸の火事とせず、

安全・安心を第一にしてほしい。 
（北海道 男性 65歳 食品関係業務経験者） 

○ 安全性を無視した企業への怒り  

消費期限切れの原材料を使用し、製造・出荷していた大手菓子メーカーの企業体質

に怒りを覚える。消費者の信頼をとりもどすためには、安全な食品を提供するという

意識とコンプライアンスの共有が不可欠である。 
（静岡県 女性 63歳 その他消費者一般） 

○ 大手菓子メーカーのずさんな品質管理問題について 

大手菓子メーカーのずさんな品質管理問題が発生し、何も知らない消費者に憤りを

与えた。国は、他の食品製造に係わる全てのメーカーについてもしっかり調査・指導

してほしい。 
（奈良県 女性 69歳 医療・教育職経験者） 

○ 大手菓子メーカーの不祥事から考えること  

今回の大手菓子メーカーの不祥事に際し、大手乳業メーカーの教訓が全く生かされ

ていないようで、非常に残念である。今回のことに際し、洋菓子中の細菌残存など菌

学的な情報を一般消費者が知ることになり、風評被害が起こらないよう消費者への説

明を行政に求めたい。また、品質等に係わる国際基準（ISO や HACCP）を取得して
いる企業ですら、このような事件を起こしてしまうことを考えると、システムが適正

に運用されるようなシステムの見直しや強化が必要なのではないか。一方では、良識

ある経営を営む企業があることから、こういった類の食品衛生法違反企業への罰則規

定を強化する必要があると考える。 
（宮城県 男性 42歳 食品関係業務経験者） 
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○ 大手菓子メーカーの不祥事問題を契機に食品衛生法の見直しを  

大手菓子メーカーで、期限切れ原料使用、消費期限表示の偽り、細菌検査の基準値

超過の不祥事が判明した。食品業界でたびたびこうした不祥事が繰り返される背景に

は、食品業界の体質の問題もさることながら、食品衛生法の不備も考えられる。これ

を契機に食品衛生法の見直しと改正が必要ではないだろうか。 
（静岡県 男性 69歳 医療・教育職経験者） 

○ 「食品衛生管理」監視・検査体制の強化について  

老舗の大手菓子メーカーが、期限切れ原材料を使用して商品を製造し、消費期限は

基準より長く虚偽表示をしており、衛生管理では、細菌検査で基準値以上の細菌数が

検出されたにもかかわらず、製品を出荷・販売した旨の報道もあり、消費者への健康

への影響が一番心配である。社内規則はおろか法令も無視するとは信じられない問題

である。守れないなら、消費者自らが、企業内で直接監視できるよう法律を改正する

等、厳重な監視・検査体制を強化して、食品に対する安心・安全の信頼を確立するこ

とを望みます。 
（埼玉県 男性 66歳 その他消費者一般） 

○ 大手菓子メーカー問題   

大手菓子メーカーの原料の期限切れ使用が問題視されているが、他のメーカーのも

のは本当に安心して食して良いのだろうか。期限内のものを使用することの徹底と期

限の記載時の第三者機関の立会いをお願いしたい。 
（愛媛県 女性 36歳 その他消費者一般） 

○ 大手菓子メーカー期限切れ商品出荷問題について  

大手菓子メーカーによって消費期限や賞味期限が切れた商品が出荷されたとのこ

とを聞き、昔の大手乳業メーカーのことを思い出しました。洋菓子は子供からお年寄

りまで幅広く食べられる商品です。安全性が何よりも守られなければなりません。そ

して、行政には、今後同じことが起こらないよう、厳しい対応を望みます。 
（和歌山県 女性 31歳 食品関係業務経験者） 

○ 大手菓子メーカーの事件について  

大手菓子メーカーの件については、人の口に入るものを製造しているはずなのに、

製造にかかわる人たちに安全管理という気持ちがあったかどうか疑問である。ここま

で長い間、立入検査をすり抜けて通っていたことも疑問である。国としても、こんな

事件が二度とないように、検査を強化してほしい。 
（愛知県 女性 35歳 食品関係業務経験者） 

○ 大手菓子メーカーの消費期限切れ原材料使用  

大手菓子メーカーが消費期限切れの牛乳を使用した問題が報道されていますが、こ

のような事件が起こると食品メーカーへの不信感が増します。また、社会の信用も失

うことになり、二度とあってはならないことです。 
（岐阜県 女性 34歳 その他消費者一般） 
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○ 大手菓子メーカーの不祥事に怒り  

大手菓子メーカーが消費・賞味期限切れの原材料を使用し、さらに製品の不正表示

をしたとマスコミで報道されている。今回の不祥事は、当該メーカーのファンの子ど

もたちや女性の心を大きく傷つけ、消費者の信頼を欺いた。関係諸機関には適切な罰

則と指導をお願いしたい。 
（兵庫県 女性 70歳 医療・教育職経験者） 

○ 大手菓子メーカーの食品管理について  

大手菓子メーカーの食品管理が大きな問題になっていますが、現在の流通経路で

は、商品が店頭に並び、消費者がそれを購入し、食するまでその食品の良し悪しが分

からない状態です。また、食中毒菌検出等、国の規則を無視した食品が販売された場

合、消費者はどうすればいいのでしょうか。 
（北海道 男性 62歳 食品関係業務経験者） 

○ 食品の消費期限、賞味期限問題について  

先日も大手菓子メーカーの消費期限切れ原料の問題があったばかりであるが、ま

た、和菓子の有名なメーカーで消費期限を一日過ぎた商品が販売されていたことが新

聞に掲載されていた。行政には、徹底的に指導をしていただきたい。 
（長崎県 男性 43歳 食品関係業務経験者） 

○ ドーナツに異物混入  

全国展開しているドーナツ販売店のドーナツに小石が入っていたとして、原因がわ

かるまで販売を中止するとの記事を読んだ。消費者が安心して安全な食品を食べられ

るよう、行政は厳しい立場で企業に指導をしてほしい。 
（和歌山県 女性 31歳 食品関係業務経験者） 

○ 食品メーカーの「お詫びとお知らせ」記事について  

大手菓子メーカーによる期限切れ食品の使用発覚後、食品メーカーの「お詫びとお

知らせ」記事をあちこちの新聞紙上で目にする。あの事件がなければきっとこのよう

な状態にはなっていなかったはずである。消費者は、食品メーカーが異物混入してい

ても、期限切れの原料を使っていても、ただ腹を立てるしかないのだろうか。 
（高知県 女性 49歳 医療・教育職経験者） 

【厚生労働省からのコメント】 

大手菓子メーカーにおいて、不適切な衛生管理が継続的に行われていた件につ

いては、関係自治体による調査の結果、消費期限表示の不備等について食品衛生

法違反として改善等の行政指導が行われたところです。 

厚生労働省では、関係業界団体に対し、同様の事例の再発防止のため、食品等

事業者の責務を再度周知徹底するとともに、都道府県等に対し、今回の事例を踏

まえた広域流通食品の製造・販売等を行う食品等事業者に対する指導事項及び監

視指導の際の重点監視事項等について通知したところです。 

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/jigyousya/ind

ex.html 

（「13．広域流通食品の製造に係る衛生管理の徹底について」を御覧下さい。） 
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【農林水産省からのコメント】 

大手菓子メーカーが期限切れ原料を使用し販売していたこと等を公表したこと

を受け、農林水産省では、情報公開の推進、法令遵守等について要請を行うとと

もに、関係団体を通じて、会員食品企業に対して、法令遵守及び社会倫理に適合

した行動のより一層の徹底等について要請を行ったところです。 

また、社内基準を 1～2日越える消費期限を表示していたことについては、厳重

注意を行い、全食品についての不適正な表示の点検・是正、全役員及び従業員に

対する品質表示制度の啓発などを求めました。 

農林水産省としては、今後も、消費者の信頼確保に向け、業界団体等に対し、

適切な指導を行ってまいります。 

 

 

 

 

 

９．食品表示関係 

○ 消費期限と賞味期限について  

大手菓子メーカーの問題において、消費期限切れと賞味期限切れの原料の使用が同

じ扱いになっています。今一度、この二つの違いを消費者が正しく理解できるように

してほしい。 
（静岡県 女性 44歳 医療・教育職経験者） 

【厚生労働省からのコメント】 

期限表示については、厚生労働省の所管する「食品衛生法」及び農林水産省の

所管する「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律」に基づき、同

じ表示項目に「品質保持期限」、「賞味期限」という 2 つの異なる用語を使用す

ることが可能となっている等、消費者等からわかりにくいとの指摘を受けて、平

成 15 年 7 月に用語と定義を統一してわかりやすくしたところです。 

両省は、食品等事業者に対し「消費期限」と「賞味期限」の設定について「食

品期限表示の設定のためのガイドライン」を通知し指導を行うなど、期限表示の

適正な運用に努めてきたところです。 

また、期限表示の違いを含め、食品表示についてわかりやすくまとめたパンフ

レット「知っておきたい 食品の表示」や加工食品に関する共通 Q＆A（第 2集：期

限表示について）」を作成するとともに、ホームページを通じた情報発信をして

おります。 

今後とも、こうしたパンフレットの作成等を通じ、国民の皆様に我が国の食品

表示制度について理解を深めていただけるよう努めてまいります。 

 

※「消費期限」と「賞味期限」の定義 

消費期限：定められた方法により保存した場合において、腐敗、変敗その他の
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品質の劣化に伴い安全性を欠くこととなるおそれがないと認められ

る期限。 

賞味期限：定められた方法により保存した場合において、期待されるすべての

品質の保持が十分に可能であるとみと認められる期限であり、当該

期限を超えた場合であっても、これらの品質が保持されていること。 

 

厚生労働省ホームページ 

 「知っておきたい食品の表示（パンフレット）」 

http://www.mhlw.go.jp/qa/syokuhin/hyouji/index.html 

「加工食品に関する共通 Q＆A（第 2集：期限表示について）」 

http://www.mhlw.go.jp/qa/syokuhin/kakou2/index.html 

 

 

○ お惣菜等の表示について  

店頭で販売されるお惣菜や繁忙期に限定販売されるおせち料理等には品質表示基

準に基づく表示は必要ないと言われるが、納得がいかない。繁忙期であろうと、店頭

の対面販売であろうと、消費者にとって必要な表示は明示すべきではないか。関係諸

機関の明確な回答を求めたい。 
（兵庫県 女性 70歳 医療・教育職経験者） 

【農林水産省からのコメント】 

惣菜などの加工食品については、JAS 法に基づく加工食品品質表示基準により、

原材料や賞味期限等を表示する必要があります。 

このため、お尋ねのような店頭で販売されるお惣菜、繁忙期に限定販売される

おせち料理などは店頭販売であっても、店内で製造されていない場合は、加工食

品品質表示基準に従った表示が義務づけられております。 

しかしながら、バックヤードなどでの店内で製造したものを販売する場合は、

JAS 法に基づく表示の必要はありません。 

一方、バックヤードなどの店内で製造されたものであっても、容器包装に入れ

られたものについては、食品衛生法に基づき原則として必要な表示をすることと

なります。 

なお、食品の表示が義務付けられていないものについても、食品等事業者は、

消費者に対し、積極的な情報提供を行うことが望ましいと考えています。 

 

 

○ 食物アレルギー物質の表示について  

特定原材料 5品目以外のアレルギー物質についても、できるだけ早く表示が義務付
けられる必要があると考える。落花生は表示義務があるが、アーモンドは表示義務が

ない。アーモンドパウダーのような形で含まれると確認がしにくく、重症なアナフィ

ラキシーを引き起こす可能性がある。食品の形態を考慮した表示を望む。 
（静岡県 女性 56歳 その他消費者一般） 
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【厚生労働省からのコメント】 

アレルギー物質の表示対象品目は、食品種目ごとに起こるアレルギーの頻度や

その重篤度を基に検討されており、現在、表示を義務化している特定原材料 5 品

目及び特定原材料に準ずるものとして、可能な限り表示するよう推奨している 20

品目が定められているところです。 

これらの特定原材料及び特定原材料に準ずるものの品目については、継続的に

実態調査・科学的研究を実施し、新たな知見や報告により再検討を行う等、適切

に対応したいと考えております。 

なお、特定原材料を食品の原材料として使用した場合には、食品の形態にかか

わらず、これを含む旨の表示をすることになります。 

 

 

○ 消費者が困惑しない適正表示が必要  

清涼飲料水の表示事項全般について、消費者が惑わされない適正な表示を行政指導

していただきたい。例えば、「高果糖液糖」やカロリー表示の方法、ナトリウムと食

塩含有量表示等、紛らわしい食品表示があり、改善すべきと思います。 
（愛媛県 男性 68歳 食品関係業務経験者） 

【厚生労働省からのコメント】 

栄養表示については、健康増進法においてその基準が定められています。厚生

労働大臣は、栄養表示基準に従った表示をしない者があるとき、その者に対して、

栄養表示基準に従い必要な表示をすべき旨を勧告できるとされており、また、食

品として販売するものに関して広告その他の表示を行う場合、含有する成分の量

等について、著しく人を誤認させる又は事実に相違する表示等をすることは、健

康増進法第 32 条の 2により禁止されているところであり、当該表示に関し必要な

措置を執るべき旨の勧告することができるとされています。栄養表示基準に適合

しない食品があるかどうかは、国・都道府県・政令市・特別区の衛生主管部局や

保健所が収去検査などにより随時チェックすることとなっております。 

 

 

このほか、以下の意見があり、これらについても、関係行政機関にも回付しております。 

○ 魚介類の表示についてＴＶ番組を見て気づいたこと  

テレビ番組で福岡の魚屋の店舗が紹介されていた。並んでいる魚に和名、産地名の

表示がなく、魚の一尾ごと、一山ごとの価格表示のみであった。そのような表示で問

題ないのか、誰がどのように違反を是正し、指導するのか疑問だ。 
（新潟県 男性 63歳 医療・教育職経験者） 
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１０．その他 

○ クローン技術でつくった食品の安全性について 

米国食品医薬品局が、クローン技術でつくった牛、豚、羊の肉や乳製品は食品とし

て安全であるとの見解を発表した。米国は食品にクローン表示は必要ないとの考えで

あり、もし、販売が認められれば通常の食肉と同様に日本にも輸出される可能性があ

る。日本も独自の安全性判断が必要になるが、少なくとも知らぬ間にわれわれの食卓

にクローン食品が上ることがないように配慮をお願いしたい。 
（静岡県 男性 69歳 医療・教育職経験者） 

【食品安全委員会からのコメント】 

米国食品医薬品庁は、平成 18 年 12 月 28 日、体細胞クローン技術を使用した牛

等の肉やミルクは食用として安全との暫定報告書を取りまとめ、今後 90 日間、一

般からの意見聴取を行った上で、食品として販売を許可するか否かについて決定

することを公表しています。 

一方、我が国においては、体細胞クローン牛の肉や生乳については、農林水産

省からの通知により、現在、出荷の自粛が行われているところです。 

 また、クローン牛の肉や生乳の安全性については、平成 15 年に厚生労働省の研

究班が「安全性が損なわれていることは考えがたいが、新しい技術であることを

踏まえ、慎重な配慮が必要」と報告したことを受け、現在、農林水産省等におい

て調査研究が行われているところです。 

今後とも、米国での動向や厚生労働省及び農林水産省等によるクローン技術を

使用した食品の安全性に関する研究の結果を注視したいと考えております。 

 

【厚生労働省からのコメント】 

当該報告書案については、米国においても今後一般からの意見を募集する予定

である等、未だ検討段階であると認識しております。厚生労働省としては米国の

状況を引き続き注視しつつ、必要な対応を検討してまいりたいと考えております。 
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○ 健康食品のリスクについて  

最近、いわゆる健康食品が急増しているが、健康上のリスクは伴わないものだろう

か。市販するに当たっては、関係諸機関の審査・議論等を経て、許可されるのであろ

うか。大変心配されてならない。 
（宮崎県 男性 71歳 その他消費者一般） 

【厚生労働省からのコメント】 

特定保健用食品は国が有効性・安全性を審査し表示を許可したものですが、そ

れ以外のいわゆる健康食品は、国により個別の審査を受けたものではありません。

いわゆる健康食品を含む販売食品等の安全性の確保は、食品等事業者が第一義的

責任を有しています。厚生労働省では、事業者による安全性確保のための自主的

な取組を推進する観点から、平成 17 年 2 月、「錠剤、カプセル状等食品の適正な

製造に係る基本的考え方について」及び「錠剤・カプセル状食品の原材料の安全

性に関する自己点検ガイドライン」を示し、その普及啓発を図るとともに、「「い

わゆる健康食品」の摂取量及び摂取方法等の表示に関する指針について」（平成 17

年 2 月 28 日付け医薬食品局食品安全部長通知）により、過剰摂取等による健康被

害の発生が知られているもの又はそのおそれがあるものについてはその旨を表示

すること、その食品が含有する成分に応じ、科学的根拠に基づき一日当たりの摂

取目安量を設定すること等について適切な運用がなされるよう、都道府県及び関

係業界を通じて周知徹底を図っています。 

なお、（独）国立健康・栄養研究所のホームページにおいては、「健康食品」の

安全性・有効性データベースを開設し（http://hfnet.nih.go.jp/）、個々の健康

食品素材の安全性・有効性などの正確で客観的な情報を集約し、広く関係機関に

提供しておりますので、御参考にしてください。 

 

（参考） 

「錠剤、カプセル状等食品の適正な製造に係る基本的考え方について」及び「錠

剤・カプセル状等食品の原材料に係る安全性ガイドライン」について 

http://www.nihs.go.jp/hse/food-info/mhlw/news/2005/050203/050203-9.pdf 

 




